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No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

29 告示
厚生労働大臣の定める先進医
療及び患者申出療養並びに施
設基準

平成20年3月27日厚生
厚生労働省告示第129
号

厚生労働省 第2-2ﾛ(2)⑪
公益社団法人日本
放射線腫瘍学会の
訪問調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

「「デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達
等）の見直し方針」を踏まえた保険診療等に係る取扱
いについて」（令和６年３月27日付け厚生労働省保険
局医療課事務連絡）において、「訪問調査」の取り扱
いの当該医療機関に対し、実地での訪問の
ほか電子メールやオンライン会議システム等のデジタル
技術の活用により、必要
な調査が行われる場合もあることを規定した。

32 告示 集成材の日本農林規格
平成19年9月25日農林
水産省告示第1152号

農林水産省 (全体)
品質の構成の目視
区分

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み 令和５年７月、当該告示の改正により、デジタル技術を
活用することを許容する旨の改正を行った。

37 告示
人工光型植物工場における葉
菜類の栽培環境管理の日本農
林規格

令和元年9月5日農林
水産省告示第798号

農林水産省 5.1.6注記

培養液又は栽培す
る葉菜類が接触す
る設備・機械器具
等の目視による異
物検査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み 目視検査以外も許容している。

38 告示
人工光型植物工場における葉
菜類の栽培環境管理の日本農
林規格

令和元年9月5日農林
水産省告示第798号

農林水産省 5.2.2
目視による生理障
害等の外観検査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み 目視検査以外も許容している。

39 告示 精米の日本農林規格
令和3年12月7日農林
水産省告示第2073号

農林水産省 5.6
目視による着色粒
の選別

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

40 告示 精米の日本農林規格
令和3年12月7日農林
水産省告示第2073号

農林水産省 5.8
目視による砕粒の
選別

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

41 告示 精米の日本農林規格
令和3年12月7日農林
水産省告示第2073号

農林水産省 5.9
目視による粉状質
粒の選別

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

42 告示 精米の日本農林規格
令和3年12月7日農林
水産省告示第2073号

農林水産省 5.10b)
目視による亀裂の
入った粒の選別

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

43 告示 精米の日本農林規格
令和3年12月7日農林
水産省告示第2073号

農林水産省 5.5c)
目視による異種穀
粒及び異物の選別

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

44 告示 精米の日本農林規格
令和3年12月7日農林
水産省告示第2073号

農林水産省 5.7b)
目視による被害粒
の選別

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

45 告示 製材の日本農林規格
平成19年8月29日農林
水産省告示第1083号

農林水産省 第3部1
構造用製材の節、
丸身等材の欠点の
目視による測定

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和６年12月

デジタル技術への代替に関する改正について、令和６年
７月にJAS調査会への諮問を実施したが、50ページを超
える長大な規格につき、その他の改正事項もあわせた
規定ぶりの調整等、告示の公布までに必要な手続を終
了させるのに最短６ヶ月程度を要するため。

47 告示 直交集成板の日本農林規格
平成25年12月20日農
林水産省告示第3079
号

農林水産省 (全体) 品質の目視区分 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和６年12月

デジタル技術への代替に関する改正について、令和６年
７月にJAS調査会への諮問を実施したが、50ページを超
える長大な規格につき、その他の改正事項もあわせた
規定ぶりの調整等、告示の公布までに必要な手続を終
了させるのに最短６ヶ月程度を要するため

53 告示
枠組壁工法構造用製材及び枠
組壁工法構造用たて継ぎ材の
日本農林規格

昭和49年7月8日農林
省告示第600号

農林水産省 3.1
枠組壁工法構造用
製材の目視による
品質の区分

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

54 告示
枠組壁工法構造用製材及び枠
組壁工法構造用たて継ぎ材の
日本農林規格

昭和49年7月8日農林
省告示第600号

農林水産省 3.2
枠組壁工法構造用
製材の目視による
品質の区分

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

55 告示
枠組壁工法構造用製材及び枠
組壁工法構造用たて継ぎ材の
日本農林規格

昭和49年7月8日農林
省告示第600号

農林水産省 3.4
枠組壁工法構造用
たて継ぎ材の目視
による品質の区分

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

56 告示
枠組壁工法構造用製材及び枠
組壁工法構造用たて継ぎ材の
日本農林規格

昭和49年7月8日農林
省告示第600号

農林水産省 3.5
枠組壁工法構造用
たて継ぎ材の目視
による品質の区分

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

57 告示
枠組壁工法構造用製材及び枠
組壁工法構造用たて継ぎ材の
日本農林規格

昭和49年7月8日農林
省告示第600号

農林水産省 3.6
枠組壁工法構造用
たて継ぎ材の目視
による品質の区分

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

令和６年６月までの対応完了を目指してデジタル技術へ
の代替についての検討、外部有識者など関係者との調
整等を進め、令和６年２月のJAS調査会への諮問を目指
していたところ、代替技術の調整等に時間を要し、期限
までに措置することができなかったため。

令和７年６月

デジタル技術への代替に関する改正について、その他の
改正事項もあわせて、外部有識者など関係者との調整
等を行い、令和７年３月に開催予定のJAS調査会への諮
問を行った後、規定ぶりの調整等、告示の公布までに
必要な手続を終了させるのに、諮問後、最短３ヶ月程
度を要するため。

60 告示
バルク供給及び充てん設備に
関する技術上の基準等の細目
を定める告示

平成9年3月17日通商
産業省告示第127号

経済産業省 第1条第1項第2号ｲ
目視等によるバル
ク貯蔵の外観検査

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた液化石油ガス
の保安の確保及び取引の適正化に関する法律の適用に
係る解釈の明確化等について 」をホームページで周知
し、左掲の適用については、デジタル技術の活用を妨げ
るものではない旨の明確化を行った。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/oshirase/2024/06/20240628-01.pdf

61 告示
バルク供給及び充てん設備に
関する技術上の基準等の細目
を定める告示

平成9年3月17日通商
産業省告示第127号

経済産業省 第1条第2項第2号ｲ
目視等による附属
機器等の外観検査

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた液化石油ガス
の保安の確保及び取引の適正化に関する法律の適用に
係る解釈の明確化等について 」をホームページで周知
し、左掲の適用については、デジタル技術の活用を妨げ
るものではない旨の明確化を行った。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/oshirase/2024/06/20240628-01.pdf

62 告示 火薬類の容器包装の基準を定
める告示

平成10年3月26日通商
産業省告示第149号

経済産業省 第2条第3号
容器包装の目視等
による確認

目視規制 1-② 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「火薬類の容器包装の基準を定める告
示（平成１０年３月２６日通商産業省告示第１４９
号）の一部を改正する告示」の公布により、デジタル技
術の活用を可能とした。
告示の改正について、経産省HPにおいて公表済：
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/oshirase/2024/06/20240628-2.html

94 告示

建築設備（昇降機を除く。）
の定期検査報告における検査
及び定期点検における点検の
項目、事項、方法及び結果の
判定基準並びに検査結果表を
定める件

平成20年3月10日国土
交通省告示第285号

国土交通省 別表第1～4 目視等による検査 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月28日付事務連絡「建築物の定期調査報告
における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の
一部を改正する告示について（周知）」の発出によ
り、目視以外による調査・検査を可能とした。

113 告示

建築物の定期調査報告におけ
る調査及び定期点検における
点検の項目、方法及び結果の
判定基準並びに調査結果表を
定める件

平成20年3月10日国土
交通省告示第282号

国土交通省 (別表) 目視等による調査 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月28日付事務連絡「建築物の定期調査報告
における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の
一部を改正する告示について（周知）」の発出によ
り、目視以外による調査・検査を可能とした。

119 告示

国家機関の建築物の昇降機以
外の建築設備の定期点検にお
ける点検の項目、事項、方法
及び結果の判定基準を定める
件

平成20年11月17日国
土交通省告示第1351
号

国土交通省 別表第1～4 目視等による点検 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年８月１日付事務連絡「官公庁施設の建設等に
関する法律に基づく告示の改正について（周知）」の
発出により、目視以外による点検を可能とした。

120 告示

国家機関の建築物の敷地及び
構造の定期点検における点検
の項目、方法及び結果の判定
基準を定める件

平成20年11月17日国
土交通省告示第1350
号

国土交通省 別表 目視等による点検 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年８月１日付事務連絡「官公庁施設の建設等に
関する法律に基づく告示の改正について（周知）」の
発出により、目視以外による点検を可能とした。

121 告示 国家機関の建築物及びその附
帯施設の保全に関する基準

平成17年5月27日国土
交通省告示第551号

国土交通省 別表第1ﾛ
目視による柱又は
はりにおける変形
の確認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年８月１日付事務連絡「官公庁施設の建設等に
関する法律に基づく告示の改正について（周知）」の
発出により、目視以外による確認を可能とした。

122 告示 索道施設に関する技術上の基
準の細目を定める告示

昭和62年3月20日運輸
省告示第170号

国土交通省 別表第2 備考2
目視等による外観
検査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年4月、「「索道施設に関する技術上の基準の細
目を定める告示の一部を改正する告示」の定めに伴う
解釈・運用について」の一部改正について（令和6年4
月8日付国鉄技第115号）の発出により、「目視等によ
り検査」とは、高精度カメラ等で収集した情報による
検査を含むものとする旨を明示した。

124 告示
住宅性能評価を行った住宅に
関する基本的な事項及びその
確認の方法を定める等の件

平成14年8月20日国土
交通省告示第731号

国土交通省 第1表2-1(1
評価員の目視によ
る住宅の確認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

　令和６年６月、住宅性能評価を行った住宅に関する
基本的な事項及びその確認の方法を定める等の件の一
部を改正する件（令和６年消費者庁・国土交通省告示
第１号）の施行により、登録住宅性能評価機関が行う
住宅性能評価の業務については、目視によらない方法
であっても可能とする旨を明確化した。
　また、令和６年６月、「デジタル技術を活用した 住
宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく建設住宅
性能評価の検査の遠隔実施について」（令和６年６月
28日付国住生第121号）の発出により、当該評価の業務
について、目視によらずデジタル技術を活用して遠隔で
行うことを許容する旨を、通知上明確化する趣旨の見直
しを行った。

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

125 告示
住宅性能評価を行った住宅に
関する基本的な事項及びその
確認の方法を定める等の件

平成14年8月20日国土
交通省告示第731号

国土交通省 第1表2-1(4)
評価員の目視によ
る住宅の確認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

　令和６年６月、住宅性能評価を行った住宅に関する
基本的な事項及びその確認の方法を定める等の件の一
部を改正する件（令和６年消費者庁・国土交通省告示
第１号）の施行により、登録住宅性能評価機関が行う
住宅性能評価の業務については、目視によらない方法
であっても可能とする旨を明確化した。
　また、令和６年６月、「デジタル技術を活用した 住
宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく建設住宅
性能評価の検査の遠隔実施について」（令和６年６月
28日付国住生第121号）の発出により、当該評価の業務
について、目視によらずデジタル技術を活用して遠隔で
行うことを許容する旨を、通知上明確化する趣旨の見直
しを行った。

126 告示
住宅性能評価を行った住宅に
関する基本的な事項及びその
確認の方法を定める等の件

平成14年8月20日国土
交通省告示第731号

国土交通省 第1表2-12(1)～(4)
評価員の目視によ
る住宅の確認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

　令和６年６月、住宅性能評価を行った住宅に関する
基本的な事項及びその確認の方法を定める等の件の一
部を改正する件（令和６年消費者庁・国土交通省告示
第１号）の施行により、登録住宅性能評価機関が行う
住宅性能評価の業務については、目視によらない方法
であっても可能とする旨を明確化した。
　また、令和６年６月、「デジタル技術を活用した 住
宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく建設住宅
性能評価の検査の遠隔実施について」（令和６年６月
28日付国住生第121号）の発出により、当該評価の業務
について、目視によらずデジタル技術を活用して遠隔で
行うことを許容する旨を、通知上明確化する趣旨の見直
しを行った。

127 告示
住宅性能評価を行った住宅に
関する基本的な事項及びその
確認の方法を定める等の件

平成14年8月20日国土
交通省告示第731号

国土交通省 第1表2-12(5)
評価員の目視によ
る住宅の確認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

　令和６年６月、住宅性能評価を行った住宅に関する
基本的な事項及びその確認の方法を定める等の件の一
部を改正する件（令和６年消費者庁・国土交通省告示
第１号）の施行により、登録住宅性能評価機関が行う
住宅性能評価の業務については、目視によらない方法
であっても可能とする旨を明確化した。
　また、令和６年６月、「デジタル技術を活用した 住
宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく建設住宅
性能評価の検査の遠隔実施について」（令和６年６月
28日付国住生第121号）の発出により、当該評価の業務
について、目視によらずデジタル技術を活用して遠隔で
行うことを許容する旨を、通知上明確化する趣旨の見直
しを行った。

128 告示 除却の必要性に係る認定に関
する基準等を定める告示

令和3年12月15日国土
交通省告示第1522号

国土交通省 第2
目視等による火災
に対する安全性の
調査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「要除却認定実務マニュアル」を改訂
し、調査資格者が現地に赴くことなく、遠隔で調査・
判定を行うことも可能である旨を明示し、ホームペー
ジ等により周知を行った。

129 告示 除却の必要性に係る認定に関
する基準等を定める告示

令和3年12月15日国土
交通省告示第1522号

国土交通省 第3-1
目視等による周辺
に危害を生ずるお
それの調査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「要除却認定実務マニュアル」を改訂
し、調査資格者が現地に赴くことなく、遠隔で調査・
判定を行うことも可能である旨を明示し、ホームペー
ジ等により周知を行った。

130 告示 除却の必要性に係る認定に関
する基準等を定める告示

令和3年12月15日国土
交通省告示第1522号

国土交通省 第3-2
目視等によるマン
ションの調査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「要除却認定実務マニュアル」を改訂
し、調査資格者が現地に赴くことなく、遠隔で調査・
判定を行うことも可能である旨を明示し、ホームペー
ジ等により周知を行った。

131 告示 除却の必要性に係る認定に関
する基準等を定める告示

令和3年12月15日国土
交通省告示第1522号

国土交通省 第4
目視等による配管
設備の調査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「要除却認定実務マニュアル」を改訂
し、調査資格者が現地に赴くことなく、遠隔で調査・
判定を行うことも可能である旨を明示し、ホームペー
ジ等により周知を行った。

132 告示 除却の必要性に係る認定に関
する基準等を定める告示

令和3年12月15日国土
交通省告示第1522号

国土交通省 第5
目視等による経路
の調査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「要除却認定実務マニュアル」を改訂
し、調査資格者が現地に赴くことなく、遠隔で調査・
判定を行うことも可能である旨を明示し、ホームペー
ジ等により周知を行った。

133 告示

昇降機の定期検査報告におけ
る検査及び定期点検における
点検の項目、事項、方法及び
結果の判定基準並びに検査結
果表を定める件

平成20年3月10日国土
交通省告示第283号

国土交通省 別表第1～6 目視等による検査 目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月28日付事務連絡「建築物の定期調査報告
における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の
一部を改正する告示について（周知）」の発出によ
り、目視以外による調査・検査を可能とした。

134 告示

申請者が工場等において行う
試験に立ち会い、又は工場等
における指定建築材料の製
造、検査若しくは品質管理を
実地に確認する必要がある場
合及びその費用を定める件

平成27年12月1日国土
交通省告示第1164号

国土交通省 (全体)
品質管理の実地確
認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月28日付事務連絡「建築物の定期調査報告
における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の
一部を改正する告示について（周知）」の発出によ
り、目視以外による調査・検査を可能とした。

136 告示 船舶による危険物の運送基準
等を定める告示

昭和54年9月27日運輸
省告示第549号

国土交通省
第16条の8の3第6項
第2号

航行中の特例タン
ク自動車等の巡視
等

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み 「目視」はデジタルの活用を妨げるものではない旨の解
釈明確化の通知を対外的にHPで公表

137 告示 船舶による危険物の運送基準
等を定める告示

昭和54年9月27日運輸
省告示第549号

国土交通省
第16条の8の3第6項
第5号

航行中の特例タン
ク自動車等の巡視
等

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み 「目視」はデジタルの活用を妨げるものではない旨の解
釈明確化の通知を対外的にHPで公表

142 告示 評価方法基準
平成13年8月14日国土
交通省告示第1347号

国土交通省 (全体)
目視等による建築
物の確認

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

　令和６年６月、評価方法基準の一部を改正する件
（令和６年国土交通省告示第976号）の施行により、登
録住宅性能評価機関が行う住宅性能評価の業務につい
ては、実地での目視によらない方法であっても可能と
する旨を明確化した。
　また、令和６年６月、「デジタル技術を活用した 住
宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく建設住宅
性能評価の検査の遠隔実施について」（令和６年６月
28日付国住生第121号）の発出により、当該評価の業務
について、目視によらずデジタル技術を活用して遠隔で
行うことを許容する旨を、通知上明確化する趣旨の見直
しを行った。

143 告示

防火設備の定期検査報告にお
ける検査及び定期点検におけ
る点検の項目、事項、方法及
び結果の判定基準並びに検査
結果表を定める件

平成28年5月2日国土
交通省告示第723号

国土交通省 別表第1～4(は) 目視等 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月28日付事務連絡「建築物の定期調査報告
における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の
一部を改正する告示について（周知）」の発出によ
り、目視以外による調査・検査を可能とした。

144 告示

遊戯施設の定期検査報告にお
ける検査及び定期点検におけ
る点検の項目、事項、方法及
び結果の判定基準並びに検査
結果表を定める件

平成20年3月10日国土
交通省告示第284号

国土交通省 別表(は) 目視等による検査 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月28日付事務連絡「建築物の定期調査報告
における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の
一部を改正する告示について（周知）」の発出によ
り、目視以外による調査・検査を可能とした。

145 告示

汚染土壌処理業に関する省令
第四条第一号ルの規定に基づ
く環境大臣が定める汚水が地
下に浸透することを防止する
ための措置

平成22年3月29日環境
省告示第24号

環境省 2

特定有害物質を含
む固体又は液体が
地下に浸透してい
ないことについて
の目視等による確
認

目視規制 1-② 3 要 令和６年６月まで 完了済み
常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃・周期延
長に向けた調査検討を実施したが、現状では検査等の
撤廃につながる技術がないことを確認した。

155 告示

浄化槽法第七条第一項及び第
十一条第一項に規定する浄化
槽の水質に関する検査の項
目、方法その他必要な事項

平成19年8月29日環境
省告示第64号

環境省 第2条第1項
浄化槽の内部の目
視等による外観検
査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年４月16日付け環循適発第2404164号浄化槽推進
室長通知により、「デジタル技術を活用することも可
能」である旨を明確化した。

156 告示

浄化槽法第七条第一項及び第
十一条第一項に規定する浄化
槽の水質に関する検査の項
目、方法その他必要な事項

平成19年8月29日環境
省告示第64号

環境省 第3条第1項
浄化槽の内部の目
視等による外観検
査

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年４月16日付け環循適発第2404164号浄化槽推進
室長通知により、「デジタル技術を活用することも可
能」である旨を明確化した。

159 告示 展示動物の飼養及び保管に関
する基準

平成16年4月30日環境
省告示第33号

環境省 第4の1(3)ｲ 施設内の巡視等 目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 未了

自治体や関係団体に通知するにあたって、動物愛護管理
行政に係るアナログ規制関連の見直しは一括で対応す
ることが望ましく、自治体に一括見直しに係る通知案
の意見照会をしたところ、想定より多くの意見が提出
され、調整に時間を要しているため。

令和６年９月 自治体への再確認が必要なため

163 告示 特定廃棄物の埋立処分の場所
に係る外周仕切設備の要件

平成25年2月28日環境
省告示第15号

環境省 5
特定廃棄物の最終
処分場に係る技術
上の基準

目視規制 1-② 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、当省ホームページ（URL：
https://www.env.go.jp/content/000248837.pdf）に、
目視規制において、オンライン会議システム等のデジタ
ル技術の活用を妨げるものではない旨を記載した資料
を公表した。

164 告示 南極環境影響評価実施要領
平成9年10月8日環境
庁告示第57号

環境省 第3(2)3)②
南極地域活動に係
る環境の現状把握
のための現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了
関連する南極地域の環境の保護に関する法律施行規則の
改正を令和６年10月に予定しており、施行規則の改正
をもって、対応完了となる。

令和６年10月
南極地域の環境の保護に関する法律施行規則の改正の
最速が令和６年10月の見込みのため。

165 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(1)3)②ｲb
自然的条件の現況
に関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

166 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(1)3)②ｳc
調査項目の現況に
関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

167 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(2)3)②ｲb
自然的条件の現況
に関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

168 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(2)3)②ｳc
調査項目の現況に
関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

169 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(3)3)②ｲb
自然的条件の現況
に関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

170 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(3)3)②ｳc
調査項目の現況に
関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

171 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(4)3)②ｲb
自然的条件の現況
に関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

172 告示
廃棄物海洋投入処分の許可の
申請に関し必要な事項を定め
る件

平成17年9月22日環境
省告示第96号

環境省 第4.2(4)3)②ｳc
調査項目の現況に
関する現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月に「一般水底土砂の海洋投入処分許可申
請書類等作成の手引」を改訂し、「デジタル技術も活用
できる」旨を明確化した。

187 通知・通達 降積雪期における防災態勢の
強化等について

令和2年11月20日中防
消第12号

内閣府 1(3)
雪崩防止施設等の
巡視・点検

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、本通知に記載されている巡視・点検の方
法について、各制度官庁において、目視で確認、また
は、目視と同等の確認が行うことができる情報が得ら
れると判断した支援技術によれば足りる旨等を明示し
た通知を発出したことを確認した。

188 通知・通達 降積雪期における防災態勢の
強化等について

令和2年11月20日中防
消第12号

内閣府 5(1)
雪崩危険箇所等の
警戒巡視

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、本通知に記載されている巡視・点検の方
法について、各制度官庁において、目視で確認、また
は、目視と同等の確認が行うことができる情報が得ら
れると判断した支援技術によれば足りる旨等を明示し
た通知を発出したことを確認した。
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189 通知・通達 梅雨期及び台風期における防
災態勢の強化について

令和4年5月20日中防
消第18号

内閣府 1②
災害発生のおそれ
がある危険箇所の
巡視・点検

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、本通知に記載されている巡視・点検の方
法について、各制度官庁において、目視で確認、また
は、目視と同等の確認が行うことができる情報が得ら
れると判断した支援技術によれば足りる旨等を明示し
た通知を発出したことを確認した。

190 通知・通達 融雪出水期における防災態勢
の強化について

令和3年3月2日中防消
第1号

内閣府 3
危険箇所等の巡
視・点検

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、本通知に記載されている巡視・点検の方
法について、各制度官庁において、目視で確認、また
は、目視と同等の確認が行うことができる情報が得ら
れると判断した支援技術によれば足りる旨等を明示し
た通知を発出したことを確認した。

195 通知・通達

感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律
等の一部を改正する法律等の
運用上の留意事項について
（通達）

平成19年5月31日警察
庁丁生環発第117号,
丁備発第114号

警察庁 4(4)

届出対象病原体等
の運搬途中での積
卸し又は一時保管
に係る見張人の配
置

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

「アナログ規制の見直し結果を踏まえた指定射撃場の
指定に関する内閣府令等の運用について（通達）」
（令和６年３月７日付け警察庁丁保発第28号）の発出
により、人による見張りと併せて、ウェブカメラ等の
デジタル技術を活用することも可能である旨を示した。

319 通知・通達 無線従事者関係事務処理規程
平成26年2月3日総基
電第23号

総務省 第39条
認定した養成課程
に係る実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年５月、「無線従事者規則等に基づく各種調査
のオンライン方式による実施について」（令和５年５
月18日付事務連絡）の発出により、無線従事者規則に
規定された調査においてオンライン技術を積極的に導
入するよう地方局に指示を行った。

328 通知・通達 不動産登記事務取扱手続準則
平成17年2月25日民二
第456号

法務省 第3章第2節第16条
不動産の実地調査
等

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が制度上必要な精度を確認することができ
るようになるまで引き続き検証していく必要があるた
め。

329 通知・通達 不動産登記事務取扱手続準則
平成17年2月25日民二
第456号

法務省 第3章第2節第16条2
不動産の実地調査
等

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が求められる精度になるまで引き続き検証
していく必要があるため。

330 通知・通達 不動産登記事務取扱手続準則
平成17年2月25日民二
第456号

法務省 第4条2
建物の所在変更の
有無に係る実地調
査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が求められる精度になるまで引き続き検証
していく必要があるため。

331 通知・通達 不動産登記事務取扱手続準則
平成17年2月25日民二
第456号

法務省 第64条 不動産の実地調査 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が求められる精度になるまで引き続き検証
していく必要があるため。

332 通知・通達 不動産登記事務取扱手続準則
平成17年2月25日民二
第456号

法務省
第4章第2節第1款第
60条

不動産の実地調査 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が求められる精度になるまで引き続き検証
していく必要があるため。

333 通知・通達 不動産登記法の施行に伴う登
記事務の取扱いについて

平成17年2月25日民二
第457号

法務省 第1-11(2)ｳ
地図訂正等申出に
係る実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が求められる精度になるまで引き続き検証
していく必要があるため。

334 通知・通達 不動産登記法の施行に伴う登
記事務の取扱いについて

平成17年2月25日民二
第457号

法務省 第1-12(3)
土地所在図訂正訂
正等申出に係る実
地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

　外部の有識者にヒアリング等をしたところ、現時点
では、ドローン等の最新技術によっても制度上必要な
精度を確認することができず、ドローン等に置き換え
ることは困難である旨の指摘を受けているところであ
り、やむを得ず予定外の検討期間を要しているもの。

令和７年度以降
　代替技術が求められる精度になるまで引き続き検証
していく必要があるため。

383 通知・通達
学校施設における天井等落下
防止対策の一層の推進につい
て

平成25年8月7日文科
施第201号

文部科学省 1(1)
屋内運動場等の天
井についての目視
等による実地診断

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月30日付事務連絡「学校施設における非構
造部材の耐震対策に係る点検方法の見直しについて
（周知）」の発出により、デジタル技術を活用し、目視
以外による調査・検査を可能とした。

391 通知・通達 「生活保護法による住宅扶助
の認定について」（通知）

平成27年4月14日社援
保発第414002号

厚生労働省 1(3)
居住者の建物内に
おける床面積の実
地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る調査に関する「報
告」について、通知発出によりデジタル技術の活用につ
いて明確化した。

413 通知・通達
改正薬事法に基づく医薬品等
の製造販売承認申請書記載事
項に関する指針について

平成17年2月10日薬食
審査発第210001号

厚生労働省 別添1 1.2 GMP調査 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和5年３月、「申請書等のオンライン提出に係る取扱
い等について」（令和５年３月22日付け薬生薬審発
0322第１号、薬生機審発0322第２号、薬生安発0322第
１号、薬生監麻発0322第２号）の発出により、GMP適
合性調査に係る申請資料のオンライン提出を可能とす
る旨を明示した。

421 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省 別添 第2-4(1)

管の損傷、さび及
び水漏れについて
の目視等による点
検

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

445 通知・通達 生活保護法による医療扶助運
営要領について

昭和36年9月30日社発
第727号

厚生労働省 第6-2(3)

被保護者の診療内
容及び診療報酬請
求の適否その他医
療扶助の実施に係
る実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る調査に関する「報
告」について、通知発出によりデジタル技術の活用につ
いて明確化した。

446 通知・通達 生活保護法による介護扶助の
運営要領について

平成12年3月31日社援
第825号

厚生労働省 第8-2(3)

被保護者に係る介
護サービスの内容
及び介護の報酬の
請求の適否に係る
実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

447 通知・通達 生活保護法による保護の実施
要領について

昭和38年4月1日社発
第246号

厚生労働省 第12-1(1)
保護の開始又は変
更の申請等に係る
実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

451 通知・通達 生活保護法による保護の実施
要領について

昭和38年4月1日社発
第246号

厚生労働省 第5-2(2)ｱ
扶養能力の実地調
査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

452 通知・通達 生活保護法による保護の実施
要領について

昭和38年4月1日社発
第246号

厚生労働省 第5-2(2)ｱ
扶養能力の実地調
査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

453 通知・通達 生活保護法による保護の実施
要領について

昭和38年4月1日社発
第246号

厚生労働省 第7
最低生活費の認定
に係る実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

454 通知・通達 生活保護法による保護の実施
要領の取扱いについて

昭和38年4月1日社保
第34号

厚生労働省 第10 問16-2(1)
扶助費の再支給の
申請に係る実地調
査等

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

455 通知・通達 生活保護法施行事務監査の実
施について

平成12年10月25日社
援第2393号

厚生労働省 別紙

住宅改修効果を確
認するための住宅
改修前後の状況の
実地比較

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

533 通知・通達

電気事業法施行規則第９６条
から第１０２条までの解釈運
用にあたっての考え方（内
規）

平成20年10月1日原院
第2号

経済産業省 1
屋外における目視
点検等

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

545 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国
都計第111号

国土交通省 Ⅴ1(6) 実地調査 目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月、当該指針の改正及び「景観法運用指針
の改正について」（令和６年７月29日付国都公景第8 0
号）の発出により、縦覧についてインターネットの利
用を原則とする旨を明確化した。

548 通知・通達
建築物のエネルギー消費性能
の向上に関する法律等の施行
について（技術的助言）

平成29年3月15日国住
指第4190号

国土交通省 2(3)②-1)

基準適合義務の対
象となる建築物の
工事に係る完了検
査の目視等による
実施

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月、「脱炭素社会の実現に資するための建
築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部
を改正する法律の施行の準備について（技術的助
言）」（令和６年７月４日付け国住参建第1520号）の
発出により、完了検査を遠隔で実施すること（リモー
ト検査）を妨げていない旨を通知した。

593 通知・通達
都市公園における遊具の安全
確保に関する指針（改訂第二
版）

平成26年6月1日 国土交通省
4-3(1)
解説 2)②b

施設の変形や異常
の有無を調べるた
めの目視等による
点検

目視規制 1-② 3 要 令和６年６月まで 完了済み ドローン等の最近の遊具の点検方法の省力化の動向に
も対応できるよう、日常点検の方法に文章を追加

594 通知・通達
都市公園における遊具の安全
確保に関する指針（改訂第二
版）

平成26年6月1日 国土交通省
4-3(1)
解説 2)②b

施設の変形や異常
の有無を調べるた
めの目視等による
点検

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み ドローン等の最近の遊具の点検方法の省力化の動向に
も対応できるよう、日常点検の方法に文章を追加

595 通知・通達
都市公園における遊具の安全
確保に関する指針（改訂第二
版）

平成26年6月1日 国土交通省 用語の解説

施設の変形や異常
の有無を調べるた
めの目視等による
点検

目視規制 1-② 3 要 令和６年６月まで 完了済み ドローン等の最近の遊具の点検方法の省力化の動向に
も対応できるよう、日常点検の方法に文章を追加

597 通知・通達 都市緑地法運用指針について
平成16年12月17日国
都公緑第150号

国土交通省
12-2(2)
③ エ ⅰ
④ エ ⅰ

市民緑地の巡視等 目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み 令和６年６月、通知を発出し、デジタル技術を活用して
巡視等を実施することも可能である旨を周知した。

598 通知・通達 都市緑地法運用指針について
平成16年12月17日国
都公緑第150号

国土交通省 8(2)①ア

緑地保全地域内又
は特別緑地保全地
区内の緑地を管理
するための巡視等

目視規制 1-② 3 要 令和６年６月まで 完了済み 令和６年６月、通知を発出し、デジタル技術を活用して
巡視等を実施することも可能である旨を周知した。
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604 通知・通達 融雪出水期における防災態勢
の強化について

令和4年3月14日国官
運安第263～266号,国
水防第532～534号

国土交通省
国官運安第263号・
国水防第532号3

雪崩、河川の氾濫
及び土砂災害の発
生するおそれのあ
る危険箇所等の巡
視等

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

（道路）
令和6年6月、「国が管理する一般国道及び高速自動車国道の維持管理基準
（案）について」（令和6年6月28日付国道国技第82号）の発出により、道
路巡回において、目視で確認、または、目視と同等の確認が行うことができ
る情報が得られると判断した支援技術により確認する旨を明示した。
（河川）
・令和５年３月、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領について
（通知）」（令和５年３月24日付国水環保第13,14,15号）の発出により、点
検方法については、手段を限定する記載となっていたが、目視と同等、また
は、同等以上に、状態把握が行える技術等を用いた点検方法の活用を明示し
た。
・令和５年３月、当省ホームページ（URL：
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000204.html）に
おいて、河川の点検等でカタログ掲載技術を参考に、新たな技術を採用する
ことで、点検等の効率化・高度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタ
ログを作成・公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。
・令和５年12月26日付け事務連絡「『水防計画作成の手引き』の改訂につい
て」を発出し、河川等の巡視について、「巡視に支障のない範囲で、情報収
集・伝達等に資するデジタル技術やICT機器の活用ができる」ことを明記し
た。
（砂防）
令和５年12月、「砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地の崩壊による災害の
防止に関する法律、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
関する法律等に基づく立入検査等におけるデジタル技術の活用について」
（令和５年12月18日付事務連絡）の発出により、砂防指定地、地すべり防止
区域及び急傾斜地崩壊危険区域等の巡視・点検について、デジタル技術を活
用することを許容する旨を明示した。

607 通知・通達

「原生自然環境保全地域、自
然環境保全地域及び沖合海底
自然環境保全地域の許可、届
出等の取扱要領」について

令和2年5月28日環自
計発第2005283号

環境省 7(1)③ 巡視 目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

当該規定に基づく実地調査や巡視については、ドロー
ン等のデジタル技術を活用して実施することも可能であ
る旨を記載した（令和６年４月１日付け環自計発第
2404011号）

608 通知・通達 国立公園事業執行等取扱要領
令和4年4月1日環自国
発第22040111号

環境省 第12節第38
違反行為の予防及
び発見のための巡
視

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月、当該規定に基づく実地調査や巡視につい
ては、高精度カメラやドローン等のデジタル技術を活用
して実施することも可能である旨を通知した（令和６年
６月28日付け環自国発第2406285 号）。

609 通知・通達

一般廃棄物の最終処分場及び
産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める命令
の運用に伴う留意事項につい
て

平成10年7月16日衛環
/環水企第63号

環境省 Ⅱ 17
目視による調整池
の亀裂や漏水等の
有無の点検

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

判断の精緻化、自動化・無人化に向けた調査検討を実
施したが、現状では十分な結果を得られず、目視等に
よるリスク評価をAI等で代替することができないことを
確認した。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、目視規制等におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。"

610 通知・通達

一般廃棄物の最終処分場及び
産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める命令
の運用に伴う留意事項につい
て

平成10年7月16日衛環
/環水企第63号

環境省 Ⅴ 2

遮断型最終処分場
の閉鎖した区画の
覆いについての目
視による点検

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

判断の精緻化、自動化・無人化に向けた調査検討を実
施したが、現状では十分な結果を得られず、目視等に
よるリスク評価をAI等で代替することができないことを
確認した。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、目視規制等におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。"

612 通知・通達 国立公園の許可、届出等の取
扱要領

令和4年4月1日環自国
発第22040115号

環境省 第3章第30(4)
普通地域内におけ
る措置命令等に関
する実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月、当該規定に基づく実地調査や巡視につい
ては、高精度カメラやドローン等のデジタル技術を活用
して実施することも可能である旨を通知した（令和６年
６月28日付け環自国発第2406285 号）。

613 通知・通達 国立公園の許可、届出等の取
扱要領

令和4年4月1日環自国
発第22040115号

環境省 第6章第57(3)
違反行為の予防及
び発見のための巡
視

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月、当該規定に基づく実地調査や巡視につい
ては、高精度カメラやドローン等のデジタル技術を活用
して実施することも可能である旨を通知した（令和６年
６月28日付け環自国発第2406285 号）。

614 通知・通達 国立公園の許可、届出等の取
扱要領

令和4年4月1日環自国
発第22040115号

環境省 第6章第60(3)
違反行為の予防及
び発見のための巡
視

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月、当該規定に基づく実地調査や巡視につい
ては、高精度カメラやドローン等のデジタル技術を活用
して実施することも可能である旨を通知した（令和６年
６月28日付け環自国発第2406285 号）。

616 通知・通達

産業廃棄物処理業及び特別管
理産業廃棄物処理業並びに産
業廃棄物処理施設の許可事務
等の取扱いについて

令和2年3月30日環循
規発第2003301号

環境省 第2-9

産業廃棄物処理施
設の使用開始前の
検査の申請がなさ
れた場合の実地検
査

目視規制 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理
及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明確化等
について（通知）」（令和６年６月28日付け環循適発
第2406282号・環循規発第2406282号）を発出し、目視
規制等におけるデジタル技術の活用を許容する旨を明示
した。"

617 通知・通達
鳥獣の保護を図るための事業
を実施するための基本的な指
針

令和3年10月26日環境
省告示第69号

環境省 III 第2-7
鳥獣保護区の整備
に係る巡視等

目視規制 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み 巡視の方法において、積極的にデジタル技術を活用す
る。

618 通知・通達

東日本大震災からの復旧復興
のための公共工事における災
害廃棄物由来の再生資材の活
用について

平成24年5月25日環廃
産発/環廃対発第
120525001号

環境省 (別紙1) 1②
目視による異物混
入の有無の確認

目視規制 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

判断の精緻化、自動化・無人化に向けた調査検討を実
施したが、現状では十分な結果を得られず、目視等に
よるリスク評価をAI等で代替することができないことを
確認した。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、目視規制等におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。

462 告示
特定個人情報の適正な取扱い
に関するガイドライン（行政
機関等編）

平成26年12月18日特
定個人情報保護委員
会告示第６号

個人情報保護委
員会

第４－２ 特定個人
情報の安全管理措置
等
 第４－２－⑴ 委託
の取扱い
  １ 委託先の監督
（番号法第11条、
個人情報保護法第
66条）
  Ｂ 必要かつ適切な
監督
　第３段落

委託先が契約に基
づき講じている特
定個人情報の安全
管理措置等の内容
に係る、行政機関
等及び地方公共団
体等による実地監
査

実地監査 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年５月、オンライン会議システム等のデジタル技
術を活用した手法によることも可能であることを明示
するため「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイド
ライン（行政機関等編）」を改正し、その旨を官報に
掲載した。

463 告示
特定個人情報の適正な取扱い
に関するガイドライン（行政
機関等編）

平成26年12月18日特
定個人情報保護委員
会告示第６号

個人情報保護委
員会

第４－２ 特定個人
情報の安全管理措置
等
 第４－２－⑴ 委託
の取扱い
  １ 委託先の監督
（番号法第11条、
個人情報保護法第
66条）
  Ｂ 必要かつ適切な
監督
　第４段落

委託先が契約に基
づき講じている特
定個人情報の安全
管理措置等の内容
に係る、行政機関
等及び地方公共団
体等による実地監
査

実地監査 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年５月、オンライン会議システム等のデジタル技
術を活用した手法によることも可能であることを明示
するため「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイド
ライン（行政機関等編）」を改正し、その旨を官報に
掲載した。

519 通知・通達 生活困窮者自立相談支援事業
等の実施について

平成27年７月27日社
援発0727第２号

厚生労働省 別添23 　３(１)イ

都道府県、指定都
市又は中核市長に
よる福祉事務所に
対する一般指導監
査、特別指導及び
確認監査

実地監査 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

521 通知・通達 生活保護法による保護施設に
対する指導監査について

平成12年10月25日社
援第2395号

厚生労働省 2　(1)ア
地方厚生局長によ
る保護施設に対す
る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

522 通知・通達 生活保護法による保護施設に
対する指導監査について

平成12年10月25日社
援第2395号

厚生労働省 2　(1）柱書
地方厚生局長によ
る保護施設に対す
る指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

523 通知・通達 生活保護法施行事務監査の実
施について

平成12年10月25日社
援第2393号

厚生労働省
別添
6

地方厚生局長によ
る保護施設に対す
る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

1 告示
特定個人情報の適正な取扱い
に関するガイドライン（行政
機関等編）

平成26年12月18日特
定個人情報保護委員
会告示第６号

個人情報保護委
員会

（別添１）特定個人
情報に関する安全管
理措置（行政機関等
編）
[2] 講ずべき安全管
理措置の内容
C 組織的安全管理措
置
 ｅ 取扱状況の把握
及び安全管理措置の
見直し

特定個人情報の管
理状況の定期監査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年５月、オンライン会議システム等のデジタル技
術を活用した手法によることも可能であることを明示
するため「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイド
ライン（行政機関等編）」を改正し、その旨を官報に
掲載した。

46 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第一-一-1
空気調和設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

47 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第一-一-6
空気調和設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

48 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第一-一-7
空気調和設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

49 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-一-1（一）
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

50 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-一-2（三）
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

51 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-一-2（四）
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

52 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-一-2（五）
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

53 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-一-2（六）
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

54 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-二-1
飲料水系統配管の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

55 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-二-2
飲料水系統配管の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

56 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第二-二-3（一）
飲料水系統配管の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

57 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第三-一-2（二）
雑用水槽等雑用水
に関する設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

58 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第三-一-2（三）
雑用水槽等雑用水
に関する設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

59 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第三-一-2（四）
雑用水槽等雑用水
に関する設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

60 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第三-一-2（五）
雑用水槽等雑用水
に関する設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

61 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第三-二-1
雑用水系統配管等
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

62 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第三-二-2
雑用水系統配管等
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

63 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第四-二-1
排水に関する設備
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

64 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第四-二-2
排水に関する設備
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

65 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第四-二-3
排水に関する設備
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

66 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第四-二-4
排水に関する設備
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

67 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第五-一-3

清掃並びに清掃用
機械器具等及び廃
棄物の処理設備の
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。
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68 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第五-二-1

清掃並びに清掃用
機械器具等及び廃
棄物の処理設備の
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

69 告示 空気調和設備等の維持管理及
び清掃等に係る技術上の基準

平成15年3月25日厚生
労働省告示第119号

厚生労働省 第五-二-2

清掃並びに清掃用
機械器具等及び廃
棄物の処理設備の
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

73 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第一-三
清掃作業及び清掃
用機械器具等に関
する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

74 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第一-五
清掃作業及び清掃
用機械器具等に関
する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

75 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第一-六
清掃作業及び清掃
用機械器具等に関
する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

76 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第一-八
清掃作業及び清掃
用機械器具等に関
する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

77 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第二-三

空気環境の測定に
用いる機械器具そ
の他の設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

78 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第三-五

空気調和用ダクト
の清掃作業に用い
る機械器具その他
の設備の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

79 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第四-五
水質検査に用いる
機械器具その他の
設備に関する点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

80 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第五-五

貯水槽の清掃作業
に用いる機械器具
その他の設備に関
する点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

81 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第六-五

排水管の清掃作業
を行うための機械
器具その他の設備
に

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

82 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第七-六

ねずみ等の防除作
業に用いる機械器
具その他の設備に
関する点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

83 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-二 1
空気調和設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

84 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-二 6
空気調和設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

85 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-二 7
空気調和設備の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

86 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-五 3
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

87 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-五 4
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

88 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-五 5
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

89 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-五 6
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
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Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
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　見直し完了時期
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完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

90 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-五 8
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

91 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-五 9
貯水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

92 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 1
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

93 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 2
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

94 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 3
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

95 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 4
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

96 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 5
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

97 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 6
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

98 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-六 7
雑用水槽等の雑用
水に関する設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

99 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-七 1
排水槽等の排水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

100 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-七 2
排水槽等の排水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

101 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-七 3
排水槽等の排水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

102 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-七 4
排水槽等の排水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

103 告示
清掃作業及び清掃用機械器具
の維持管理の方法等に係る基
準

平成14年3月26日厚生
労働省告示第117号

厚生労働省 第八-八
給水栓における飲
料水に含まれる遊
離残留塩素の検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

106 告示
供給設備、消費設備及び特定
供給設備に関する技術基準等
の細目を定める告示

平成9年3月13日通商
産業省告示第123号

経済産業省 第1条
液化石油ガスの販
売に係る貯槽の沈
下状況の定期測定

定期検査 2 3 要 令和６年６月まで 完了済み
令和５年度に実施した委託事業の結果、現行技術では
Phase3を実現できる技術は確認できなかった。Phase3
に向けては、今後の技術開発の進展等を注視していく。

163 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
水酸化アルミニウム
の項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

164 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
フッ化アルミニウム
の項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

165 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
アルミニウム精錬又
は再溶解工程から生
じる副生物
(不活性物質を追加
した水及びアルカリ
水溶液を含む。)の
項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

166 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
ボーキサイト粉の項
積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

167 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
フッ化カルシウム・
硫酸カルシウム・炭
酸カルシウムの混合
物の項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

168 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
化学石こうの項積載
方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

169 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
石炭スラリーの項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

170 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
コークブリーズの項
積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

171 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
銅スラグの項積載方
法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

172 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
魚(ばら積み)の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

173 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
蛍石(フッ化カルシ
ウム)の項積載方法
の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

174 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
フライアッシュ(湿
式)の項積載方法の
欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

175 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
アップグレードイル
メナイトの項積載方
法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

176 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
チタン鉄鉱粘土の項
積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

177 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
チタン鉄鉱砂
［イルメナイトサン
ド］の項積載方法の
欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

178 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
鉄鋼スラグ及びその
混合物の項積載方法
の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

179 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
鉄鉱粉の項積載方法
の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

180 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
合成酸化鉄の項積載
方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

181 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
マンガン鉱粉の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

182 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
硫化金属精鉱の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

183 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
セメントカッパーの
項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

184 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
リン酸二水素カルシ
ウムの項積載方法の
欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

185 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
ニッケル鉱の項積載
方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

186 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
カンラン石砂の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

187 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
砂(重鉱物)の項積載
方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

188 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
鉄鋼の製造に伴い生
ずるスケールの項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

189 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
アップグレードリチ
ア輝石の項積載方法
の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

190 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
合成フッ化カルシウ
ムの項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

191 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
合成二酸化ケイ素の
項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

192 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
チタノマグネタイト
サンドの項積載方法
の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

193 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
濃縮酸化亜鉛煙じん
の項積載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

194 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第1
亜鉛スラグの項積載
方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

195 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第1
ジルコンカイアナイ
ト精鉱の項積載方法
の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

196 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省
別表第2
アルミナ精鉱の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

197 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第2
高炉系ダスト
(液状化するおそれ
のあるもの)の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

198 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第2
水酸化カルシウム
(消石灰)の項積載方
法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

199 告示
液状化物質及び船舶による液
状化物質の積載の方法を定め
る告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1526
号

国土交通省

別表第2
鉄鋼スラッジ
(液状化するおそれ
のあるもの)の項積
載方法の欄

船舶による液状化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

211 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省
別表第1
水酸化アルミニウム
の項積載方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

212 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1アルミニウ
ム精錬又は再溶解工
程から生じる副生物
(不活性物質を追加
した水及びアルカリ
水溶液を含む。)の
項積載方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

213 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1
還元鉄(A)
(熱間成形されたブ
リケット)の項積載
方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

214 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1
還元鉄(B)
(塊、ペレット、冷
間成形されたブリ
ケット)の項積載方
法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

215 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1
還元鉄(C)
(微粒副生物)の項積
載方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

216 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1
蛍石(フッ化カルシ
ウム)の項積載方法
の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

217 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省
別表第1
硫化金属精鉱の項積
載方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

218 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1
リン酸一アンモニウ
ム
(濃縮した状態で被
覆された鉱物質)の
項積載方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

219 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第1
リン酸二水素カルシ
ウムの項積載方法の
欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

220 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省
別表第1
酸化亜鉛濃縮煙じん
の項積載方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

221 告示
固体化学物質及び船舶による
固体化学物質の積載の方法を
定める告示

平成5年12月24日運輸
省告示第757号

国土交通省

別表第2
水酸化カルシウム
(消石灰)の項積載の
方法の欄

船舶による個体化
物質の積載時の貨
物の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

222 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第2条第1項 線路の定期検査 定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

223 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第2条第3項第1号 線路の定期検査 定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

224 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第2条第3項第2号 線路の定期検査 定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

225 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第2条第4項 線路の定期検査 定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

226 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第3条第1項
鉄道に関する電力
設備の定期検査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

227 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第3条第3項第1号
鉄道に関する電力
設備の定期検査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

228 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第3条第3項第2号
鉄道に関する電力
設備の定期検査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

229 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第4条第1項
鉄道に関する運転
保安設備の定期検
査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

230 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第4条第3項第1号
鉄道に関する運転
保安設備の定期検
査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

231 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省 第4条第3項第2号
鉄道に関する運転
保安設備の定期検
査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

232 告示 施設及び車両の定期検査に関
する告示

平成13年12月25日国
土交通省告示第1786
号

国土交通省
第5条
別表

車両の定期検査 定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月、定期検査において、その業務内容を考慮
した上で高精度カメラ等の技術を活用することが可能
である旨を「目視、実地監査、定期検査・点検及び書
面掲示におけるデジタル技術の活用について（通知）」
（令和6年6月28日付国鉄総第126号、国鉄都第94号、国
鉄事第218号、国鉄技第35号、国鉄施第57号、国鉄安第
39号）の発出により明示した。

233 告示 船舶による危険物の運送基準
等を定める告示

昭和54年9月27日運輸
省告示第549号

国土交通省

別表第13
可燃性物質の部硫化
金属精鉱
(自己発熱特性を有
するもの)＊
UN3190の項積載の
方法の欄

船舶による危険物
の積載時の貨物の
定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

234 告示 船舶による危険物の運送基準
等を定める告示

昭和54年9月27日運輸
省告示第549号

国土交通省

別表第13可燃性物
質の部硫化金属精鉱
(腐食性を有するも
の)＊
UN1759積載の方法
の欄

船舶による危険物
の積載時の貨物の
定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

235 告示 船舶による危険物の運送基準
等を定める告示

昭和54年9月27日運輸
省告示第549号

国土交通省

別表第13
可燃性物質の部鉛及
び亜鉛を含む煙じん
＊積載の方法の欄

船舶による危険物
の積載時の貨物の
定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

236 告示 船舶保安認定書等交付規則
平成17年4月8日国土
交通省告示第423号

国土交通省 第7条第1項
船舶の定期検査、
中間検査等（船舶
保安証書）

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

237 告示 船舶保安認定書等交付規則
平成17年4月8日国土
交通省告示第423号

国土交通省 第7条第2項
船舶の定期検査、
中間検査等（船舶
保安証書）

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

238 告示

その他の固体ばら積み物質及
び船舶によるその他の固体ば
ら積み物質の積載の方法を定
める告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1529
号

国土交通省

別表第1
リン酸二アンモニウ
ムの項積載方法の欄
十

船舶によるその他
固体のばら積み物
質の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

239 告示

その他の固体ばら積み物質及
び船舶によるその他の固体ば
ら積み物質の積載の方法を定
める告示

平成22年12月22日国
土交通省告示第1529
号

国土交通省

別表第1
リン酸一アンモニウ
ムの項積載方法の欄
十

船舶によるその他
固体のばら積み物
質の定期的な確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月に「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで公表し、遠隔での情報収集、電磁的記録の確認等
デジタル技術の活用による運用が可能である旨周知し
た。
https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001752131.
pdf

243 告示 環境大臣が定める熱分解の方
法

平成17年1月12日環境
省告示第1号

環境省 一-ハ
廃棄物の処理に伴
う炭化水素油の重
量の定期測定

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

検査等の撤廃・周期延長に向けた調査検討を実施した
が、現状では十分な結果を得られず、検査等の撤廃は
困難であることを確認した。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

246 告示 石綿含有一般廃棄物等に係る
無害化処理の内容等の基準等

平成18年7月26日環境
省告示第99号

環境省 第3条第2号ホ
無害化処理に関す
る定期確認

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

検査等の撤廃・周期延長に向けた調査検討を実施した
が、現状では十分な結果を得られず、検査等の撤廃は
困難であることを確認した。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

247 告示 石綿含有一般廃棄物等に係る
無害化処理の内容等の基準等

平成18年7月26日環境
省告示第99号

環境省 第6条第5号
無害化処理に関す
る定期確認

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

検査等の撤廃・周期延長に向けた調査検討を実施した
が、現状では十分な結果を得られず、検査等の撤廃は
困難であることを確認した。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

248 告示

大気汚染防止法施行規則第十
五条第五号ただし書に規定す
る特定工場等に設置されてい
るばい煙発生施設に係る窒素
酸化物に係るばい煙濃度の測
定

昭和57年3月29日環境
庁告示第50号

環境省 一
窒素酸化物に係る
ばい煙濃度の測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

精査したところ、本告示は、常時監視が求められている
施設について、一定の要件を満たす場合は、２か月に
１回の測定とすることができることを定めたものであ
り、デジタル原則適合性が確保できており、対応済み。

249 告示

大気汚染防止法施行規則第十
五条第五号ただし書に規定す
る特定工場等に設置されてい
るばい煙発生施設に係る窒素
酸化物に係るばい煙濃度の測
定

昭和57年3月29日環境
庁告示第50号

環境省 二
窒素酸化物に係る
ばい煙濃度の測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

精査したところ、本告示は、常時監視が求められている
施設について、一定の要件を満たす場合は、２か月に
１回の測定とすることができることを定めたものであ
り、デジタル原則適合性が確保できており、対応済み。

250 告示

大気汚染防止法施行規則第十
五条第五号ただし書に規定す
る特定工場等に設置されてい
るばい煙発生施設に係る窒素
酸化物に係るばい煙濃度の測
定

昭和57年3月29日環境
庁告示第50号

環境省 三
窒素酸化物に係る
ばい煙濃度の測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

精査したところ、本告示は、常時監視が求められている
施設について、一定の要件を満たす場合は、２か月に
１回の測定とすることができることを定めたものであ
り、デジタル原則適合性が確保できており、対応済み。
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251 告示 窒素酸化物に係るばい煙濃度
の測定法

昭和57年3月29日環境
庁告示第49号

環境省 本文
窒素酸化物に係る
ばい煙濃度の測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

精査したところ、本告示は、常時監視が求められている
施設について、一定の要件を満たす場合は、２か月に
１回の測定とすることができることを定めたものであ
り、デジタル原則適合性が確保できており、対応済み。

252 告示 展示動物の飼養及び保管に関
する基準

平成16年4月30日環境
省告示第33号

環境省 第3-3（1）ウ

定期的な巡回によ
る
飼養及び保管する
展示動物の数及び
状態の確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

自治体や関係団体に通知するにあたって、動物愛護管理
行政に係るアナログ規制関連の見直しは一括で対応す
ることが望ましく、自治体に一括見直しに係る通知案
の意見照会をしたところ、想定より多くの意見が提出
され、調整に時間を要しているため。

令和６年９月 自治体への再確認が必要なため

253 告示
動物が自己の所有に係るもの
であることを明らかにするた
めの措置について

平成18年1月20日環境
省告示第23号

環境省 第6（1）
識別器具等の破損
等の状況に関する
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

自治体や関係団体に通知するにあたって、動物愛護管理
行政に係るアナログ規制関連の見直しは一括で対応す
ることが望ましく、自治体に一括見直しに係る通知案
の意見照会をしたところ、想定より多くの意見が提出
され、調整に時間を要しているため。

令和６年９月 自治体への再確認が必要なため

254 告示 特定動物の飼養又は保管の方
法の細目

平成18年1月20日環境
省告示第22号

環境省 第3条第1号イ
特定飼養施設の状
況の点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

自治体や関係団体に通知するにあたって、動物愛護管理
行政に係るアナログ規制関連の見直しは一括で対応す
ることが望ましく、自治体に一括見直しに係る通知案
の意見照会をしたところ、想定より多くの意見が提出
され、調整に時間を要しているため。

令和６年９月 自治体への再確認が必要なため

255 告示 特定動物の飼養又は保管の方
法の細目

平成18年1月20日環境
省告示第22号

環境省 第3条第1号ロ
特定飼養施設の状
況の点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了

自治体や関係団体に通知するにあたって、動物愛護管理
行政に係るアナログ規制関連の見直しは一括で対応す
ることが望ましく、自治体に一括見直しに係る通知案
の意見照会をしたところ、想定より多くの意見が提出
され、調整に時間を要しているため。

令和６年９月 自治体への再確認が必要なため

259 告示

土壌汚染対策法施行規則第五
十八条第五項第十二号に該当
する区域内の帯水層に接する
土地の形質の変更の施行方法
の基準

平成23年7月8日環境
省告示第54号

環境省 一-イ（3）

埋立地管理区域内
の土地の形質の変
更における定期的
な地下水位の測
定・確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃に向けた
調査検討を実施したが、現状では検査等の撤廃につな
がる技術がないことを確認した。

260 告示

土壌汚染対策法施行規則第五
十八条第五項第十二号に該当
する区域内の帯水層に接する
土地の形質の変更の施行方法
の基準

平成23年7月8日環境
省告示第54号

環境省 一-ロ（1）

埋立地管理区域内
の土地の形質の変
更における定期的
な地下水質の測
定・確認

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃に向けた
調査検討を実施したが、現状では検査等の撤廃につな
がる技術がないことを確認した。

261 告示

土壌汚染対策法施行規則第四
十条第二項第一号の規定に基
づく環境大臣が定める土壌溶
出量基準に適合しない汚染状
態にある土壌が要措置区域内
の帯水層に接する場合におけ
る土地の形質の変更の施行方
法の基準

平成31年1月29日環境
省告示第5号

環境省 二-ロ（1）（ハ）

要措置区域内の土
地の形質の変更に
おける定期的な地
下水位の測定・確
認

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃に向けた
調査検討を実施したが、現状では検査等の撤廃につな
がる技術がないことを確認した。今後もデジタル技術の
進展に照らして、不断に見直しを検討する。

262 告示

土壌汚染対策法施行規則第四
十条第二項第一号の規定に基
づく環境大臣が定める土壌溶
出量基準に適合しない汚染状
態にある土壌が要措置区域内
の帯水層に接する場合におけ
る土地の形質の変更の施行方
法の基準

平成31年1月29日環境
省告示第5号

環境省 二-ロ（2）（イ）

要措置区域内の土
地の形質の変更に
おける定期的な地
下水質の測定・確
認

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃に向けた
調査検討を実施したが、現状では検査等の撤廃につな
がる技術がないことを確認した。今後もデジタル技術の
進展に照らして、不断に見直しを検討する。

263 告示

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律施行規則第六条の三第
十号等の規定に基づく金属を
含む廃棄物に係る再生利用の
内容等の基準

平成19年10月26日環
境省告示第89号

環境省 第2条第3号ホ

金属を含む廃棄物
の再生利用施設に
おける溶融炉の定
期確認

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

検査等の撤廃・周期延長に向けた調査検討を実施した
が、現状では十分な結果を得られず、検査等の撤廃は
困難であることを確認した。今後もデジタル技術の進展
に照らして、不断に見直しを検討する。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

264 告示

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律施行規則第六条の三第
十号等の規定に基づく金属を
含む廃棄物に係る再生利用の
内容等の基準

平成19年10月26日環
境省告示第89号

環境省 第2条第5号ル（1）
金属を含む廃棄物
の保管設備の定期
点検

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

検査等の撤廃・周期延長に向けた調査検討を実施した
が、現状では十分な結果を得られず、検査等の撤廃は
困難であることを確認した。今後もデジタル技術の進展
に照らして、不断に見直しを検討する。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

273 通知・通達
人事院規則一〇―四（職員の
保健及び安全保持）の運用に
ついて

昭和62年12月25日職
福第691号

人事院 第32条関係　１ 設備の定期検査 定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、定期検査等におけるデジタル技術の活用
について通知を発出し、人事院規則に基づく定期検査
等において、デジタル技術を活用して差し支えない旨を
各府省に通知した。

274 通知・通達
人事院規則一〇―四（職員の
保健及び安全保持）の運用に
ついて

昭和62年12月25日職
福第691号

人事院 第32条関係　3　⑵ 設備の定期検査 定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、定期検査等におけるデジタル技術の活用
について通知を発出し、人事院規則に基づく定期検査
等において、デジタル技術を活用して差し支えない旨を
各府省に通知した。

275 通知・通達
人事院規則一〇―四（職員の
保健及び安全保持）の運用に
ついて

昭和62年12月25日職
福第691号

人事院 第32条関係　3　⑶ 設備の定期検査 定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、定期検査等におけるデジタル技術の活用
について通知を発出し、人事院規則に基づく定期検査
等において、デジタル技術を活用して差し支えない旨を
各府省に通知した。

276 通知・通達
人事院規則一〇―四（職員の
保健及び安全保持）の運用に
ついて

昭和62年12月25日職
福第691号

人事院 第32条関係　4　⑵ 設備の定期検査 定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、定期検査等におけるデジタル技術の活用
について通知を発出し、人事院規則に基づく定期検査
等において、デジタル技術を活用して差し支えない旨を
各府省に通知した。

277 通知・通達
人事院規則一〇―五（職員の
放射線障害の防止）の運用に
ついて

昭和38年12月3日職厚
第2327号

人事院
第11条関係　一
㈡

エックス線装置等
の定期検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、定期検査等におけるデジタル技術の活用
について通知を発出し、人事院規則に基づく定期検査
等において、デジタル技術を活用して差し支えない旨を
各府省に通知した。

278 通知・通達
人事院規則一〇―五（職員の
放射線障害の防止）の運用に
ついて

昭和38年12月3日職厚
第2327号

人事院 第11条関係　三
エックス線装置等
の定期検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年８月、定期検査等におけるデジタル技術の活用
について通知を発出し、人事院規則に基づく定期検査
等において、デジタル技術を活用して差し支えない旨を
各府省に通知した。

294 通知・通達

犯罪をした者及び非行のある
少年に対する社会内における
処遇に関する事務の運用につ
いて

平成20年5月9日保観
第325号

法務省

第四　保護観察
一〇　良好措置
㈣　保護観察の仮解
除
エ　保護観察の仮解
除中における調査等

保護観察中の仮解
除中における定期
調査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 未了
保護観察所及び保護司間における調査依頼及び報告の
オンライン化に向けた保護司専用ＨＰの改修を進めて
いる。

令和７年３月
保護司ＨＰの改修に時間を要しているが、改修事業者と
の契約において本年度中に改修することとしているた
め。

298 通知・通達 政府預金受払手続
大正11年3月15日官房
秘乙第573号

財務省
第五章　財務官及管
理官
第四十五条

政府預金の海外代
理店での事務の状
況に関する定期調
査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年４月、政府預金受払手続（大正11年3月15日官
官房秘乙第573号）を改正し、第45条の事務手続きを廃
止した。

327 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第1
２

空気清浄装置の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

328 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第1
５

全熱交換器の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

329 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第1
５

自動制御装置の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

330 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第1
６

測定機器の定期点
検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

331 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第２
３

超水槽等飲料水に
関する設備の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

332 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第2
５

防錆剤の注入装置
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。
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Phase

　　　見直し要否
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333 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第3
１（５）

防虫網の定期点検 定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

334 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第4
２

防虫網の定期点検 定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

335 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第5
１

建築物の清掃実施
状況の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

336 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第5
１

建築物の清掃実施
状況の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

337 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第5
２

清掃用機械等の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

338 通知・通達 建築物における衛生的環境の
維持管理について

平成20年1月25日健発
第125001号

厚生労働省
別添　第5
３

廃棄物処理設備の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

358 通知・通達

事故由来廃棄物等処分業務に
従事する労働者の放射線障害
防止のためのガイドラインの
策定について

平成25年4月12日基発
第412002号

厚生労働省
別添1
第11
2

放射性物質の定期
検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「「デジタル原則に照らした規制の一括
見直しプラン」及び「デジタル原則を踏まえたアナログ
規制の見直しに係る工程表」を踏まえた安全衛生分野
等の対応について」（令和６年６月28日付基監発0628
第１号基安安発0628第３号基安労発0628第１号基安化
発0628第１号）の発出により、定期検査等において技
術上同等以上と認められる方法により行われる常時測
定等も活用可能である旨を明示した。

361 通知・通達 消費生活協同組合に対する検
査の実施について

平成20年9月3日社援
発第903013号

厚生労働省
別紙
2.（2）

共済事業の実施状
況の定期検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえたアナログ規
制の見直しに係る消費生活協同組合法等の解釈の明確
化等について」（令和５年12月27日社援協発1227第１
号、２号）において、「消費生活協同組合の運営上の
留意事項について」（昭和62年６月30日社生第77号厚
生省社会局生活課長通知）の解釈について、デジタル原
則を踏まえた運用を可能にするための見直しを行っ
た。

370 通知・通達

水質基準に関する省令の制定
及び水道法施行規則の一部改
正等並びに水道水質管理にお
ける留意事項について

平成15年10月10日健
水発第1010001号

環境省
記　第１
３（5）

水道水質の定期水
質検査

定期検査 2 2 要 令和６年６月まで 完了済み

水道水は国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠
くことのできないものであることから、水質検査を省略した
場合であっても、通知の記載のとおり３年に１回の頻度で水
道水質の状況に変化がないことを確認することが望ましい。
また、水質検査の省略を可能としている項目においては、現
在のところ、連続測定機器を用いた測定では精度よく分析す
ることができず、水質基準に関する省令の規定に基づき厚生
労働大臣が定める方法（平成15年厚生労働省告示第261
号。）において規定されていないことから、デジタル技術の
活用により定期の水質検査の代替とすることは困難と考えら
れる。
以上から、現行の通知の記載は妥当であると結論づけられ
た。

374 通知・通達 生活保護法による保護の実施
要領について

昭和38年4月1日社発
第246号

厚生労働省
第5
４
（４）

生活保護に関わる
扶養能力等の定期
調査

定期検査 1-② 2 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月、法第28条第1項に係る立入調査に関する
「報告」について、通知発出によりデジタル技術の活用
について明確化した。

376 通知・通達
地下水等を飲用に供している
特定建築物における給水管理
について

昭和62年4月1日衛企
第33号

厚生労働省 二（一）
井戸等の構造及び
清潔保持等の定期
点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

有識者で構成される「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理のあり方に関する検討会」を令和5年8月か
ら令和6年3月にかけて開催し、新たな規制の在り方の
検討を行った。令和6年6月28日に厚生労働省ホーム
ページ（URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/dejitarukentikub
utsukankyoueisei-kentoukai_00006.html）にて検討結
果である中間とりまとめ資料を公開した。

386 通知・通達 情報機器作業における労働衛
生管理のためのガイドライン

令和元年７月12日基
発0712第３号

厚生労働省

〔別添〕情報機器作
業における労働衛生
管理のためのガイド
ライン
６　情報機器等及び
作業環境の維持管理
（２）　定期点検

事業所の情報機器
等及び作業環境の
定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「「デジタル原則に照らした規制の一括
見直しプラン」及び「デジタル原則を踏まえたアナログ
規制の見直しに係る工程表」を踏まえた安全衛生分野
等の対応について」（令和６年６月28日付基監発0628
第１号基安安発0628第３号基安労発0628第１号基安化
発0628第１号）の発出により、定期点検等において技
術上同等以上と認められる方法により行われる常時測
定等も活用可能である旨を明示した。

426 通知・通達 主任技術者制度の解釈及び運
用（内規）

平成31年3月31日保局
第304-1号

経済産業省 四　(九)　前段

高圧一括受電する
マンションにおけ
る住居部分及び家
庭用燃料電池設備
の点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

427 通知・通達 主任技術者制度の解釈及び運
用（内規）

平成31年3月31日保局
第304-1号

経済産業省 四　(九)　後段

高圧一括受電する
マンションにおけ
る住居部分及び家
庭用燃料電池設備
の点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

428 通知・通達 主任技術者制度の解釈及び運
用（内規）

令和3年3月1日
20210208保局第2号

経済産業省 五　(五)　④
水力発電所の電気
工作物の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

430 通知・通達

電気事業法施行規則第９６条
から第１０２条までの解釈運
用にあたっての考え方（内
規）

平成20年10月1日原院
第2号

経済産業省

〇解釈運用にあたっ
ての考え方
一　省令第九六条関
係
㈠

一般用電気工作物
の定期調査

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。また、同通知におい
て、「現状では技術中立化の実現にとどまるが、将来
的な定期の検査・調査・測定の撤廃（いわゆる
「PHASE３」）の実現に向け、引き続き、今後の技術
開発の進展等を注視していく。」旨を記載した。

431 通知・通達

電気事業法施行規則第９６条
から第１０２条までの解釈運
用にあたっての考え方（内
規）

平成20年10月1日原院
第2号

経済産業省

〇解釈運用にあたっ
ての考え方
一　省令第九六条関
係
㈡

一般用電気工作物
の定期調査

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。また、同通知におい
て、「現状では技術中立化の実現にとどまるが、将来
的な定期の検査・調査・測定の撤廃（いわゆる
「PHASE３」）の実現に向け、引き続き、今後の技術
開発の進展等を注視していく。」旨を記載した。

432 通知・通達

電気事業法施行規則第９６条
から第１０２条までの解釈運
用にあたっての考え方（内
規）

平成20年10月1日原院
第2号

経済産業省

〇解釈運用にあたっ
ての考え方
五　省令第九八条関
係

一般用電気工作物
の定期調査

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。また、同通知におい
て、「現状では技術中立化の実現にとどまるが、将来
的な定期の検査・調査・測定の撤廃（いわゆる
「PHASE３」）の実現に向け、引き続き、今後の技術
開発の進展等を注視していく。」旨を記載した。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

438 通知・通達
都市公園における遊具の安全
確保に関する指針（改訂第二
版）

平成26年6月1日 国土交通省
4-3⑴
解説 2)②c

都市公園の遊具に
関する定期点検

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

都市公園の遊戯施設はこどもが利用するものであり、事
故発生時の社会的影響が大きいことから、事故を未然
に防ぐため、点検を１年に1回の頻度で行うことを基本
としている。
アナログ規制の見直しを受けて、遊戯施設の定期点検
に資する新技術や、関連する団体へのヒアリングを行う
など、規制の見直しを検討したが、遊戯施設の定期点
検は、目視、触診、聴診、打音、揺動など複合的な点
検を定期的に行うことで遊戯施設の安全性を確保する
ものであり、現時点での技術の成熟度に照らし遊戯施
設の定期点検を一括してデジタル技術で代替することが
困難であることから、現時点では見直しが困難であ
る。
今後もデジタル技術の進展に照らして引き続き見直しを
検討する。

439 通知・通達
都市公園における遊具の安全
確保に関する指針（改訂第二
版）

平成26年6月1日 国土交通省
4-3⑴
解説 2)②c

都市公園の遊具に
関する定期点検
（点検の視点）

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

都市公園の遊戯施設はこどもが利用するものであり、事
故発生時の社会的影響が大きいことから、事故を未然
に防ぐため、点検を１年に1回の頻度で行うことを基本
としている。
アナログ規制の見直しを受けて、遊戯施設の定期点検
に資する新技術や、関連する団体へのヒアリングを行う
など、規制の見直しを検討したが、遊戯施設の定期点
検は、目視、触診、聴診、打音、揺動など複合的な点
検を定期的に行うことで遊戯施設の安全性を確保する
ものであり、現時点での技術の成熟度に照らし遊戯施
設の定期点検を一括してデジタル技術で代替することが
困難であることから、現時点では見直しが困難であ
る。
今後もデジタル技術の進展に照らして引き続き見直しを
検討する。

440 通知・通達
都市公園における遊具の安全
確保に関する指針（改訂第二
版）

平成26年6月1日 国土交通省
4-3⑴
解説 2)②c

都市公園の遊具に
関する定期点検
（点検の頻度）

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

都市公園の遊戯施設はこどもが利用するものであり、事
故発生時の社会的影響が大きいことから、事故を未然
に防ぐため、点検を１年に1回の頻度で行うことを基本
としている。
アナログ規制の見直しを受けて、遊戯施設の定期点検
に資する新技術や、関連する団体へのヒアリングを行う
など、規制の見直しを検討したが、遊戯施設の定期点
検は、目視、触診、聴診、打音、揺動など複合的な点
検を定期的に行うことで遊戯施設の安全性を確保する
ものであり、現時点での技術の成熟度に照らし遊戯施
設の定期点検を一括してデジタル技術で代替することが
困難であることから、現時点では見直しが困難であ
る。
今後もデジタル技術の進展に照らして引き続き見直しを
検討する。

441 通知・通達 都市緑地法運用指針について
平成16年12月17日国
都公緑第150号

国土交通省
12-2(2)
④ エ ⅳ

市民緑地の遊戯施
設等の定期点検

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

市民緑地の遊戯施設はこどもが利用するものであり、事
故発生時の社会的影響が大きいことから、事故を未然
に防ぐため、点検を１年に1回の頻度で行うことを基本
としている。
アナログ規制の見直しを受けて、遊戯施設の定期点検
に資する新技術や、関連する団体へのヒアリングを行う
など、規制の見直しを検討したが、遊戯施設の定期点
検は、目視、触診、聴診、打音、揺動など複合的な点
検を定期的に行うことで遊戯施設の安全性を確保する
ものであり、現時点での技術の成熟度に照らし遊戯施
設の定期点検を一括してデジタル技術で代替することが
困難であることから、現時点では見直しが困難であ
る。
今後もデジタル技術の進展に照らして引き続き見直しを
検討する。

442 通知・通達 土木工事安全施工技術指針に
ついて

昭和43年4月17日官技
発第37号

国土交通省

別冊　土木工事安全
施工技術指針(抄)
第五章　仮設工事
第二節　土留・支保
工
2　施工時の安全管
理
(5)

仮設工事における
土留・支保工の定
期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

厚生労働省の「デジタル原則に照らした規制の一括見直
しプラン」及び「デジタル原則を踏まえたアナログ規制
の見直しに係る工程表」を踏まえた 安全衛生 分野 等
の対応について（基監発0628第１号、基安安発0628第
３号、基安労発0628第１号、基安化発0628第１号 令和
６年６月28日付け）を踏まえ、国土交通本省から各地
方整備局へ事務連絡を発出し、周知を行った。
厚生労働省の通知のとおり、「土止め支保工の点検の
趣旨目的に照らし、目視による点検と同等以上の安全
衛生水準が確保される場合」において、デジタル技術を
用いた点検が可能となった。

443 通知・通達
汚染土壌処理業の許可及び汚
染土壌の処理に関する基準に
ついて

令和4年3月24日環水
大土発第2203241号

環境省 第一　一　（二）⑰

汚染土壌処理施設
における有害物質
の発生状況の定期
測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃・周期延
長に向けた調査検討を実施したが、現時点では可能性
は確認できたものの当該規定に適用できる遠隔測定手
段はなく、測定結果による周期の延長の規定がある中
で、これ以上の周期の延長及び検査等の撤廃は困難で
あることを確認した。

444 通知・通達
汚染土壌処理業の許可及び汚
染土壌の処理に関する基準に
ついて

令和4年3月24日環水
大土発第2203241号

環境省 第二　二　(十九)

汚染土壌処理施設
における有害物質
の発生状況の定期
測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

常時・遠隔監視等の技術による検査等の撤廃・周期延
長に向けた調査検討を実施したが、現時点では可能性
は確認できたものの当該規定に適用できる遠隔測定手
段はなく、測定結果による周期の延長の規定がある中
で、これ以上の周期の延長及び検査等の撤廃は困難で
あることを確認した。

448 通知・通達 産業廃棄物処理対策の強化に
ついて

平成2年4月26日衛産
第31号

環境省
四　産業廃棄物処理
施設に関する監視指
導の強化について

産業廃棄物処理施
設の定期検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理
及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明確化等
について（通知）」（令和６年６月28日付け環循適発
第2406282号・環循規発第2406282号）を発出し、定期
検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。

449 通知・通達

大気汚染防止法第22条の規定
に基づく大気の汚染の状況の
常時監視に関する事務の処理
基準について

平成13年５月21日環
管大第177号/環管自
第75号

環境省 三　測定頻度等

有害大気汚染物質
に係る常時監視に
おける測定の定期
的な実施

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年４月１８日発出の事務連絡「有害大気汚染物
質等の常時監視等の結果の報告について（依頼）」の
発出により、自動測定により得られたデータによる報
告も可能な旨を明確化した。

453 通知・通達 廃棄物処理事業における爆発
事故防止対策の徹底について

平成9年12月16日衛産
第67号

環境省 Ⅰ　㈡

エアゾール製品の
廃棄処理における
定期的なガス濃度
測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理
及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明確化等
について（通知）」（令和６年６月28日付け環循適発
第2406282号・環循規発第2406282号）を発出し、定期
検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。

455 通知・通達
廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律の運用に伴う留意事項
について

昭和46年10月25日環
整第45号

環境省 第三　一〇　前段
一般廃棄物処理施
設の維持管理に係
る定期検査等

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

機能検査については検査等の撤廃・周期延長に向けた
調査検討を実施したが、現状では十分な結果を得られ
ず、検査等の撤廃は困難であることを確認した。今後
もデジタル技術の進展に照らして、不断に見直しを検討
する。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

456 通知・通達
廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律の運用に伴う留意事項
について

昭和46年10月25日環
整第45号

環境省 第三　一〇　後段
一般廃棄物処理施
設の維持管理に係
る定期検査等

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

人の介在を要さない新たな測定技術の導入可能性につ
いて調査検討を行ったが、現時点では適用できる技術
が無いことを確認した。今後もデジタル技術の進展に照
らして、不断に見直しを検討する。今後も分析技術の動
向等を踏まえて、引き続き検査等の撤廃・周期延長に向
けた検討は進めていく。

457 通知・通達
廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律の運用に伴う留意事項
について

昭和46年10月25日環
整第45号

環境省 第三　一一
ごみ処理施設及び
し尿処理施設の精
密機能検査

定期検査 1-① 3 要 令和６年６月まで 完了済み

検査等の撤廃・周期延長に向けた調査検討を実施した
が、現状では十分な結果を得られず、検査等の撤廃は
困難であることを確認した。今後もデジタル技術の進展
に照らして、不断に見直しを検討する。
なお、令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物
の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明
確化等について（通知）」（令和６年６月28日付け環
循適発第2406282号・環循規発第2406282号）を発出
し、定期検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を
許容する旨を明示した。

458 通知・通達
廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律施行規則の一部を改正
する省令の施行について

令和2年7月16日環循
規発 / 環循適発第
2007162号

環境省

第二　産業廃棄物と
同様の性状を有する
災害廃棄物の処理に
ついて
五　運用の際の留意
事項について

廃棄物処理施設に
対する定期的な立
入検査

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理
及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明確化等
について（通知）」（令和６年６月28日付け環循適発
第2406282号・環循規発第2406282号）を発出し、定期
検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。

459 通知・通達 浮遊粒子状物質に係る測定方
法について

昭和47年6月1日環大
企第88号

環境省 第四(五)
浮遊粒子状物質の
相対濃度測定装置
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年度中に当該規制の見直しのための検討会を開
催し、一定の結論を得た。引き続き、デジタル技術の活
用による周期の延長を可能とすべく,見直しに向けて検
討を進める。

460 通知・通達 浮遊粒子状物質に係る測定方
法について

昭和47年6月1日環大
企第88号

環境省
第五
一

デジタル粉じん計
の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年度中に当該規制の見直しのための検討会を開
催し、一定の結論を得た。引き続き、デジタル技術の活
用による周期の延長を可能とすべく,見直しに向けて検
討を進める。

461 通知・通達

一般廃棄物の最終処分場及び
産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める命令
の運用に伴う留意事項につい
て

平成10年7月16日衛環
/ 環水企第63号

環境省

（別添）
Ⅲ　一般廃棄物の最
終処分場の廃止基準
(第一条第三項)
八　ガスの発生(第
七号)

一般廃棄物の最終
処分場の廃止にお
けるガスの発生量
の定期的な測定

定期検査 1-① 2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理
及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明確化等
について（通知）」（令和６年６月28日付け環循適発
第2406282号・環循規発第2406282号）を発出し、定期
検査・点検規制におけるデジタル技術の活用を許容する
旨を明示した。

22 告示

感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律
第三十八条第二項の規定に基
づく厚生労働大臣の定める感
染症指定医療機関の基準

平成11年3月19日厚生
省告示第43号

厚生労働省 第一

第一種感染症指定
医療機関指定の病
院における医師等
の常駐等

常駐専任

（医師）
1-3

（院内感
染対策を
行う者）

1-4

（医
師）
3-2

（院内
感染対
策を行
う者）

3-2

要 令和６年４月まで 完了済み

令和５年５月、「「感染症の予防及び感染症の患者に
対する医療に関する法律等の一部を改正する法律」の一
部の施行等について（通知）」（令和５年５月26日付
厚生労働省医政局長・大臣官房医薬産業振興・医療情
報審議官・健康局長通知）を発出し、令和６年４月１
日の施行に当たり、常駐の医師については、単に常勤
の医師であれば良いことを、院内感染対策を行う者の
専任については、院内感染症対策のみを行う者が必要
なのではないこと及び同一の者が複数の医療機関で同
じ役職を兼務することが許容されることを示した。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

24 告示

聴覚障害者である生徒に対す
る教育を主として行う特別支
援学校における理容師養成施
設の指定の基準

平成20年2月29日厚生
労働省告示第43号

厚生労働省 二

「聴覚障害者であ
る生徒に対する教
育を主として行う
特別支援学校にお
ける理容師養成施
設」における教員
の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル臨時行政調査会の「デジタル
原則」への理容師法等における対応について」（令和
６年６月26日付健生衛発0626第１号厚生労働省健康・
生活衛生局生活衛生課長通知）を発出し、理容師養成
施設における専任教員について、一定の要件を満たす
専任教員がオンライン会議システム等のデジタル技術を
活用して授業を実施する場合に限り、他の理容師養成施
設の教員を兼ねることができることを通知上明確化す
る趣旨の見直しを行った。

25 告示

聴覚障害者である生徒に対す
る教育を主として行う特別支
援学校における美容師養成施
設の指定の基準

平成20年2月29日厚生
労働省告示第48号

厚生労働省 二

「聴覚障害者であ
る生徒に対する教
育を主として行う
特別支援学校にお
ける美容師養成施
設」における教員
の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル臨時行政調査会の「デジタル
原則」への理容師法等における対応について」（令和
６年６月26日付健生衛発0626第１号厚生労働省健康・
生活衛生局生活衛生課長通知）を発出し、美容師養成
施設における専任教員について、一定の要件を満たす
専任教員がオンライン会議システム等のデジタル技術を
活用して授業を実施する場合に限り、他の美容師養成施
設の教員を兼ねることができることを通知上明確化す
る趣旨の見直しを行った。

33 告示
厚生労働大臣の定める先進医
療及び患者申出療養並びに施
設基準

平成20年3月27日厚生
労働省告示第129号

厚生労働省 第二の七
保険医療機関にお
ける細胞培養を担
当する者の専任等

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年３月、「厚生労働大臣の定める先進医療及び
患者申出療養並びに施設基準（平成20年3月27日厚生労
働省告示第129号）」の一部改正により、本規定におけ
る「専任」の細胞培養を担当する者は別の機関におい
て「非専任」の細胞培養担当者として勤務することを許
容している旨の明確化を行った。

34 告示
厚生労働大臣の定める先進医
療及び患者申出療養並びに施
設基準

平成20年3月27日厚生
労働省告示第129号

厚生労働省 第二の八
保険医療機関にお
ける細胞培養を担
当する者の専任等

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年２月、「厚生労働大臣の定める先進医療及び
患者申出療養並びに施設基準」（平成20年3月27日厚生
労働省告示第129号）の一部改正により第二条の八を削
除し、保険医療機関における細胞培養を担当する者の
専任等規制の見直しを行った。

46 通知・通達 警備業法等の解釈運用基準に
ついて（通達）

令和元年8月30日付け
警察庁丙生企発第2 3
号

警察庁 第28
基地局における機
械警備業務管理者
の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和６年６月まで 完了済み

警備業法施行規則の改正（道路交通法施行規則及び警
備業法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和６年
６月27日施行））により、一定の条件を満たす場合に
は、複数基地局の兼任が認められる旨を明確化された
ことを踏まえ、本通達についても所要の改正を行っ
た。

69 通知・通達
沖縄振興公共投資交付金交付
要綱（消防防災施設整備に関
する事業）

平成24年4月6日消防
消第64号

総務省 第6　（3）
救急相談電話窓口
における医師等の
常駐

常駐専任 2-1 3-1 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年８月、「「沖縄振興公共投資交付金（消防防
災施設整備に関する事業）」により実施する救急安心セ
ンター整備事業の要件について」（令和６年８月16日
付）を沖縄県消防防災主管部局宛てに発出し、救急相
談電話窓口における医師等について、必ずしも特定の
場所への常駐を求めるものではなく、在宅勤務等によ
り、実質的に24時間365日、相談を受け付けることがで
きる体制を講じることで足りる規定である旨を明確化
した。

71 通知・通達 緊急消防援助隊設備整備費補
助金交付要綱

平成18年4月1日消防
消第49号

総務省 第一〇条

緊援隊補助金によ
り購入した広域応
援対応型消防艇に
おける船舶職員等
の常駐

常駐専任 2-1 3-1 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年７月、各都道府県防災主管部局宛てに「「緊
急消防援助隊設備整備費補助金」等により購入した広
域応援対応型消防艇の配置場所について」（令和６年
７月10日付）を発出し、掲題の要綱において消防艇の
配置場所へ原則として５分以内に到達しうる範囲内に資
格を有する者を置かなければならないと規定するとこ
ろ、地域の実情に応じて迅速な出動態勢を確保できる
よう配置する場合には、必ずしも５分以内に到達しうる
範囲内に配置することを要するものではない旨を明示し
た。

72 通知・通達 消防防災設備災害復旧費補助
金交付要綱

平成23年5月2日消防
消第73号

総務省 第一一条

設備復旧補助金に
より購入した消防
艇における船舶職
員等の常駐

常駐専任 2-1 3-1 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年７月、各都道府県防災主管部局宛てに「「緊
急消防援助隊設備整備費補助金」等により購入した広
域応援対応型消防艇の配置場所について」（令和６年
７月10日付）を発出し、掲題の要綱において消防艇の
配置場所へ原則として５分以内に到達しうる範囲内に資
格を有する者を置かなければならないと規定するとこ
ろ、地域の実情に応じて迅速な出動態勢を確保できる
よう配置する場合には、必ずしも５分以内に到達しうる
範囲内に配置することを要するものではない旨を明示し
た。

73 通知・通達 消防防災施設等整備資金貸付
金貸付要綱について

平成14年2月21日消防
消第24号

総務省 第一〇条
貸付金により購入
した消防艇におけ
る有資格者の常駐

常駐専任 2-1 3-1 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年７月、各都道府県防災主管部局宛てに「「緊
急消防援助隊設備整備費補助金」等により購入した広
域応援対応型消防艇の配置場所について」（令和６年
７月10日付）を発出し、掲題の要綱において消防艇の
配置場所へ原則として５分以内に到達しうる範囲内に資
格を有する者を置かなければならないと規定するとこ
ろ、地域の実情に応じて迅速な出動態勢を確保できる
よう配置する場合には、必ずしも５分以内に到達しうる
範囲内に配置することを要するものではない旨を明示し
た。

127 通知・通達 毒物劇物取扱責任者の業務に
ついて

昭和50年7月31日薬発
第668号

厚生労働省 三

毒物劇物を取り扱
う製造所等におけ
る毒物劇物取扱責
任者の常駐

常駐専任 1-1 3-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「毒物劇物取扱責任者に係るデジタル原
則を踏まえたアナログ規制の見直しについて」（令和
６年６月26日付医薬薬審発0626第４号）を発出し、毒
物劇物取扱責任者に常駐義務を課していないことを明示
した。

140 通知・通達

薬事法及び採血及び供血あつ
せん業取締法の一部を改正す
る法律等の施行に伴う医療機
器修理業に係る運用等につい
て

平成17年3月31日薬食
機発第331004号

厚生労働省
第2
2
1）

医療機器の修理を
行う事業所におけ
る責任技術者の専
任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則に照らした規制の一括見
直しプラン及びデジタル原則を踏まえたアナログ規制の
見直しに係る工程表を踏まえた対応について（医療機
器、体外診断用医薬品及び再生医療等製品に関する常
駐、対面講習、往訪閲覧等について）」（令和６年６
月17日付医薬機審発0617第３号）を発出し、業務に支
障が生じない範囲において、テレワーク等により業務
を実施できる旨を明確化した。

157 通知・通達 理容師養成施設の指導要領に
ついて

平成27年3月31日健発
第331019号

厚生労働省 3
理容師養成施設に
おける教員の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル臨時行政調査会の「デジタル
原則」への理容師法等における対応について」（令和
６年６月26日健生衛発0626第１号厚生労働省健康・生
活衛生局生活衛生課長通知）を発出し、理容師養成施
設における専任教員について、一定の要件を満たす専
任教員がオンライン会議システム等のデジタル技術を活
用して授業を実施する場合に限り、他の理容師養成施設
の教員を兼ねることができることを通知上明確化する
趣旨の見直しを行った。

158 通知・通達 美容師養成施設の指導要領に
ついて

平成27年3月31日健発
第331020号

厚生労働省 3
美容師養成施設に
おける教員の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル臨時行政調査会の「デジタル
原則」への理容師法等における対応について」（令和
６年６月26日付健生衛発0626第１号厚生労働省健康・
生活衛生局生活衛生課長通知）を発出し、美容師養成
施設における専任教員について、一定の要件を満たす
専任教員がオンライン会議システム等のデジタル技術を
活用して授業を実施する場合に限り、他の美容師養成施
設の教員を兼ねることができることを通知上明確化す
る趣旨の見直しを行った。

179 通知・通達

山岳トンネル工事の切羽にお
ける肌落ち災害防止対策に係
るガイドラインの策定につい
て

平成28年12月26日基
発第1226001号

厚生労働省 第5　4（1）
山岳トンネル工事
における切羽監視
責任者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年３月、「山岳トンネル工事の切羽における肌
落ち災害防止対策に係るガイドラインの改正について」
（令和6年3月26日付基発0326第1号）を発出し、常時監
視について監視装置、各種センサー等のデジタル技術が
活用できる旨を明確化し、その場合には必ずしも現場
に常駐する必要はないこととした。

184 通知・通達
林業の作業現場における緊急
連絡体制の整備等のためのガ
イドライン

平成6年7月18日基発
第461-3号

厚生労働省 三（二）
林業の作業現場に
おける連絡責任者
の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「「デジタル原則に照らした規制の一括
見直しプラン」及び「デジタル原則を踏まえたアナログ
規制の見直しに係る工程表」を踏まえた安全衛生分野
等の対応について」（令和６年６月28日付基監発0628
第１号基安安発0628第３号基安労発0628第１号基安化
発0628第１号）を発出し、「事業者は、作業現場ごと
に、連絡責任者を選任し、その氏名を関係労働者に周
知させる」とされているところ、連絡責任者は伐木の作
業等と兼任して差し支えない旨を明示した。

213 通知・通達
「シールドトンネル工事に係
る安全対策ガイドライン」の
策定について

基発0321第4号　平成
29年3月21日

厚生労働省
別紙
第4　6（7）

シールドトンネル
工事における管理
者の常駐等

常駐専任

【常駐】
1-1

【専任】
1-2

【常
駐】2-1

【専
任】2-2

要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「「デジタル原則に照らした規制の一括
見直しプラン」及び「デジタル原則を踏まえたアナログ
規制の見直しに係る工程表」を踏まえた安全衛生分野
等の対応について」（令和６年６月28日付基監発0628
第１号基安安発0628第３号基安労発0628第１号基安化
発0628第１号）を発出し、デジタル技術の活用によ
り、専任管理者が常駐する場合と同等以上の掘進管理
が実施できる場合には、管理者の兼任及び非常駐が認
められるものである旨を明示した。

222 通知・通達

医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等に
関する法律関係事務に係る技
術的助言について

平成12年3月31日畜Ａ
第728号

農林水産省 第二　三（六）

動物医薬品店舗販
売業の店舗で指定
医薬品を販売する
営業時間内におけ
る薬剤師等の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年２月から令和６年１月にかけて厚労省医薬局
のもとで「医薬品の販売制度に関する検討会」を開催
し、令和６年１月にとりまとめを発出した。そこで、
デジタル技術の活用により、薬剤師等の遠隔管理の下、
当該医薬品の販売店舗と薬剤師等が異なる場所に所在
することを一定の条件下で可能にする旨を公表した。こ
ちらのとりまとめ等を踏まえ、必要な法改正に向け準
備している。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37285.html

241 通知・通達 主任技術者制度の解釈及び運
用（内規）

令和3年3月1日
20210208歩局第2号

経済産業省 一　（一）～（七）
事業用電気工作物
における主任技術
者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで周知し、左記の適用については、責任者を選定す
ることを念頭に置いた規定であり、一定の条件を満た
せば兼任を必ずしも妨げるものではない旨、明確化を
行った。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf

242 通知・通達 主任技術者制度の解釈及び運
用（内規）

令和3年3月1日
20210208歩局第2号

経済産業省 三（一）
事業用電気工作物
における主任技術
者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令
の適用に係る解釈の明確化等について」をホームペー
ジで周知し、左記の適用については、責任者を選定す
ることを念頭に置いた規定であり、一定の条件を満た
せば兼任を必ずしも妨げるものではない旨、明確化を
行った。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf
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244 通知・通達
高圧ガス保安法及び関係政省
令の運用及び解釈について
（内規）

令和2年8月6日
20200715保局第1号

経済産業省
Ⅰ　高圧ガス保安法
関係
第七二条関係

高圧ガスの販売所
における販売主任
者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安
法令の適用に係る解釈の明確化等について」をホーム
ページで周知し、左記で定める販売主任者の常駐につ
いては、実施すべき業務に支障が生じない範囲におい
て、オンライン会議システム等のデジタル技術を活用
し、遠隔で職務を実施することとして差し支えない旨の
明確化を行った。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/sangyo/hipregas/files/240628_koatsu-
desitaltsuti.pdf

262 通知・通達 直轄工事における共同企業体
の取扱いについて

昭和63年6月1日厚発
第176号

国土交通省 第1　2（3）
工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み 改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。

263 通知・通達 直轄工事における共同企業体
の取扱いについて

昭和63年6月1日厚発
第176号

国土交通省 第2　2（3）
工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み 改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。

264 通知・通達 一般競争入札方式の実施につ
いて

平成6年6月21日厚発
第260号

国土交通省
（別添1）標準入札
公告例
2

工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

265 通知・通達 一般競争入札方式の実施につ
いて

平成6年6月21日厚発
第260号

国土交通省
（別添1）標準入札
公告例
4

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

266 通知・通達 一般競争入札方式の実施につ
いて

平成6年6月21日厚発
第260号

国土交通省
（別添1）標準入札
公告例
18

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

267 通知・通達 一般競争入札方式の拡大につ
いて

平成17年10月7日国地
契第80号

国土交通省

（別添1）標準入札
公告例（本官契約の
例）
2

工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

268 通知・通達 一般競争入札方式の拡大につ
いて

平成17年10月7日国地
契第80号

国土交通省

（別添1）標準入札
公告例（本官契約の
例）
4

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

270 通知・通達 一般競争入札方式の拡大につ
いて

平成17年10月7日国地
契第80号

国土交通省

（別添1）標準入札
公告例（本官契約の
例）
17

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

272 通知・通達 中小・中堅建設業者の受注機
会の確保対策について

平成9年4月18日厚契
発第22号

国土交通省 4（1）7
工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み 改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。

275 通知・通達
官庁営繕部所掌の工事におけ
る一般競争入札方式の実施に
ついて

平成6年6月21日営管
発第349号

国土交通省
（別添1）標準入札
公告例
2　競争参加資格

工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「官庁営繕部所掌の工事における
一般競争入札方式の手続について」（令和５年12月27
日付国営管第377号）により既に廃止されている。

276 通知・通達
官庁営繕部所掌の工事におけ
る一般競争入札方式の実施に
ついて

平成6年6月21日営管
発第349号

国土交通省
（別添1）標準入札
公告例
4　その他

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「官庁営繕部所掌の工事における
一般競争入札方式の手続について」（令和５年12月27
日付国営管第377号）により既に廃止されている。

278 通知・通達
官庁営繕部所掌の工事におけ
る一般競争入札方式の実施に
ついて

平成6年6月21日営管
発第349号

国土交通省

（別添2）標準入札
説明書例
18　配置予定監理
技術者の確認

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「官庁営繕部所掌の工事における
一般競争入札方式の手続について」（令和５年12月27
日付国営管第377号）により既に廃止されている。

283 通知・通達 土木工事安全施工技術指針に
ついて

昭和43年4月17日官技
発第37号

国土交通省 第四節　3
シールド機械の運
転における運転者
の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

「「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」
及び「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに
係る工程表」を踏まえた安全衛生分野等の対応につい
て」（令和６年６月28日付基監発0628第１号、基安安
発0628第３号、基安労発0628第１号、基安化発0628第
１号）を踏まえ、国土交通本省から各地方整備局へ事
務連絡を発出し、周知を行った。
当該通知のとおり、「専任管理者が常駐する場合と同
等以上の掘進管理が実施できる場合」において、デジ
タル技術の活用により、管理者の兼任及び非常駐を可
能とした。

295 通知・通達 直轄工事における共同企業体
の取扱いについて

昭和63年6月1日厚発
第176号

国土交通省

第2　経常建設共同
企業体
2　経常建設共同企
業体の内容
⑶　構成員の技術的
要件等

工事現場における
監理技術者等の専
任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み 改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。

296 通知・通達 一般競争入札方式の実施につ
いて

平成6年6月21日厚発
第260号

国土交通省
（別添2）標準入札
説明書例

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

297 通知・通達 一般競争入札方式の拡大につ
いて

平成17年10月7日国地
契第80号

国土交通省

（別添2）標準入札
説明書例（本官契約
の例）
17　配置予定監理
技術者の確認

工事現場における
監理技術者の専任

常駐専任 2-2 2-2 要 令和６年６月まで 完了済み

改正建設業法（令和６年６月14日公布）において、一
定の要件に適合する場合には兼任を可能とした。
なお、当該規定は、「一般競争入札方式の手続につい
て」（令和５年12月27日付国会公契第22号、国官技第
272号、国営計第130号）により既に廃止されている。

306 通知・通達 産業廃棄物処理対策の強化に
ついて

平成2年4月26日衛産
第31号

環境省 四（2）
産業廃棄物処理施
設における技術管
理者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理
及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の明確化等
について（通知）」（令和５年３月31日付環循適発第
23033125号、環循規発第23033110号）を発出し、廃棄
物処理施設の適正な管理に支障がないような措置を講
ずるなどその職務の遂行の徹底を期した上で、情報通信
機器を用いて遠隔で実施することとして差し支えない旨
を明確化した。

307 通知・通達 不良不適格業者排除対策につ
いて

平成10年12月25日建
設省経入企発第42号/
自治行第90号

総務省
国土交通省

5
工事現場における
監理技術者の常駐

常駐専任 3-1 3-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「公共工事の品質確保の促進に関する
法律等の一部を改正する法律の公布・施行及び建設業
法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す
る法律の一部を改正する法律の公布について」（令和
６年６月21日付総行行第２７６号・国不建第４５号）
を発出し、「現場での監理技術者の常駐状況」の確認
については「監理技術者の専任状況」の確認で足りる
旨を明示した。

308 通知・通達 標準下水道条例について
昭和34年11月18日衛
発/計発第1108号

国土交通省
環境省

第六条の三
一

排水設備指定工事
店の営業所におけ
る責任技術者の専
任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年２月、「標準下水道条例の改正について（令
和６年２月16日付国水下企第81号下水道企画課長通
知）」を発出し、指定工事店の営業所ごとに排水設備工
事責任技術者を専属させている規制を廃し、同一都道
府県内の複数営業所を兼任することを妨げない旨を明示
した。

309 通知・通達 標準下水道条例について
昭和34年11月18日衛
発/計発第1108号

国土交通省
環境省

第六条の四

排水設備指定工事
店の営業所におけ
る責任技術者の専
任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年２月、「標準下水道条例の改正について（令
和６年２月16日付国水下企第81号下水道企画課長通
知）」を発出し、指定工事店の営業所ごとに排水設備工
事責任技術者を専属させている規制を廃し、同一都道
府県内の複数営業所を兼任することを妨げない旨を明示
した。

1 通知・通達
クロスボウの取扱いに関する
講習会の実施要領について
（通達）

令和４年３月３日付
け警察庁丁保発第47
号

警察庁 全般
クロスボウを所持
する者に対する講
習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 未了

令和７年中の運用開始を目指して警察行政手続オンライ
ン化システムの整備を進めているところ、運用開始時
点で対象外の講習については、追加的な予算措置やシ
ステム改修等の影響を留意しながら、できるだけ早期
のオンライン化を目指して検討を進めている。

令和８年３月 令和７年中に運用開始予定の警察行政手続オンライン
化システムの活用可否を検討しているため。

2 通知・通達
猟銃及び空気銃の取扱いに関
する講習会の実施要領につい
て（通達）

平成22年３月８日付
警察庁丁保発第27号

警察庁 全般
猟銃及び空気銃の
取扱いに関する講
習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 未了

令和７年中の運用開始を目指して警察行政手続オンライ
ン化システムの整備を進めているところ、運用開始時
点で対象外の講習については、追加的な予算措置やシ
ステム改修等の影響を留意しながら、できるだけ早期
のオンライン化を目指して検討を進めている。

令和８年３月 令和７年中に運用開始予定の警察行政手続オンライン
化システムの活用可否を検討しているため。

3 通知・通達

風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律に基づ
く管理者講習の運用について
（通達）

令和元年12月２日付
け警察庁丁保発第164
号

警察庁 全般
風俗営業
管理者講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み

警察行政手続オンライン化システム運用開始時点で対
象とする予定の講習について、令和７年中に本システム
を用いてオンラインで実施する予定である旨を、都道
府県警察に周知した。

4 通知・通達
警備員指導教育責任者講習及
び機械警備業務管理者講習の
運用について（通達）

令和２年12月28日付
け警察庁丁生企発第
766号

警察庁 全般
警備員指導教育責
任者に対する講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る
講習等に関する規則の改正（警備員指導教育責任者及
び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則等の
一部を改正する規則（令和６年６月27日施行））によ
り、オンラインでの講習実施が可能となったことを踏
まえ、本通達についても所要の改正を行った。

5 通知・通達
警備員指導教育責任者講習及
び機械警備業務管理者講習の
運用について（通達）

令和２年12月28日付
け警察庁丁生企発第
766号

警察庁 全般
機械警備業務管理
者に対する講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る
講習等に関する規則の改正（警備員指導教育責任者及
び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則等の
一部を改正する規則（令和６年６月27日施行））によ
り、オンラインでの講習実施が可能となったことを踏
まえ、本通達についても所要の改正を行った。

6 通知・通達
現任指導教育責任者講習の運
用について（通達）

平成31年３月12日付
け警察庁丁生企発第
145号

警察庁 全般
現任指導教育責任
者講習

対面講習 1-② 3-1 要 令和６年６月まで 完了済み

警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る
講習等に関する規則の改正（警備員指導教育責任者及
び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則等の
一部を改正する規則（令和６年６月27日施行））によ
り、オンラインでの講習実施が可能となったことを踏
まえ、本通達についても所要の改正を行った。

7 通知・通達

登録講習機関の登録要件及び
講習会の実施基準に関する細
目的な解釈運用基準について
（通知）

平成27年２月２日付
け警察庁丁生企発第
58号

警察庁 全般
警備員又は警備員
になろうとする者
の講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

警備員等の検定等に関する規則の改正（警備員指導教
育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関す
る規則等の一部を改正する規則（令和６年６月27日施
行））により、オンラインでの講習実施が可能となっ
たことを踏まえ、本通達についても所要の改正を行っ
た。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

8 通知・通達

「自主防犯パトロールに使用
する自動車に青色回転灯等を
装備する場合の取扱いについ
て」の一部改正について
（通知）

令和４年12月15日付
け、警察庁丙生企発
第121号

警察庁 第2警察の証明１⑶
青色防犯パトロー
ル講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み

青色防犯パトロール講習については、効果検証等に係
る留意点と共に、オンラインによる実施が可能である
ことを明確化し、参考事例と併せて、都道府県警察に
通知した。（オンラインによる青色防犯パトロール講
習の実施について（令和６年２月27日付け警察庁生活
安全局生活安全企画課長事務連絡））

9 通知・通達

「自主防犯パトロールに使用
する自動車に青色回転灯等を
装備する場合の取扱いについ
て」の手続について（通達）

令和４年12月15日付
け、警察庁丁生企発
第659号

警察庁

２警察の証明⑶予想
される事案に対し適
切に対応できること
の認定

青色防犯パトロー
ル講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み

青色防犯パトロール講習については、効果検証等に係
る留意点と共に、オンラインによる実施が可能である
ことを明確化し、参考事例と併せて、都道府県警察に
通知した。（オンラインによる青色防犯パトロール講
習の実施について（令和６年２月27日付け警察庁生活
安全局生活安全企画課長事務連絡））

11 告示
児童福祉法施行規則第一条の
三十七第二号の厚生労働大臣
が定める研修

平成21年3月31日厚生
労働省告示第226号

こども家庭庁 題名 専門里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行っ
た。

12 告示
児童福祉法施行規則第三十六
条の四十六第二項の厚生労働
大臣が定める基準

平成21年3月31日厚生
労働省告示第227号

こども家庭庁 題名 養育里親更新研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行っ
た。

13 告示

児童福祉施設最低基準第二十
二条の二等の規定に基づき厚
生労働大臣が指定する者及び
厚生労働大臣が指定する講習
会

平成23年9月1日厚生
労働省告示第311号

こども家庭庁 題名
乳児院の長等の資
格取得講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行っ
た。

15 告示
児童福祉法施行規則第一条の
三十八の厚生労働大臣が定め
る基準

平成29年3月31日厚生
労働省告示第133号

こども家庭庁 題名 養子縁組里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行っ
た。

16 告示
児童福祉法施行規則第三十六
条の四十六第四項の厚生労働
大臣が定める基準

平成29年3月31日厚生
労働省告示第135号

こども家庭庁 題名
養子縁組里親更新
研修

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行っ
た。

17 告示

民間あっせん機関による養子
縁組のあっせんに係る児童の
保護等に関する法律施行規則
第十二条の厚生労働大臣が定
める基準

平成29年11月27日厚
生労働省告示第342号

こども家庭庁 題名 養親希望者研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童
の保護等に関する法律施行規則第十二条の内閣総理大
臣が定める基準の一部を改正する件（令和６年内閣府
告示第99号。同年６月28日公布・施行。）において講
義の方法について、対面に限らず、オンラインでの実
施が可能となる旨を明記する改正を行った。

19 通知・通達
養子縁組里親研修制度の運営
について

平成29年3月31日雇児
発第331-37号

こども家庭庁 第二　四 養子縁組里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の 38 の厚生労働大臣が定める基準（平成
29 年厚生労働省告示第 133 号）及び児童福祉法施行規
則第 36 条の 46 第４項の厚生労働大臣が定める基準
（平成 29 年厚生労働省告示第 135号）に基づく通知に
ついてもオンラインでの実施を可能とすることとし
た。

20 通知・通達
専門里親研修制度の運営につ
いて

平成14年9月5日雇児
発第905003号

こども家庭庁 第二　3 専門里親認定研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の３６第２号の厚生労働大臣が定める研修
（平成21年厚生労働省告示第226号）に基づく通知につ
いてもオンラインでの実施を可能とすることとした。

21 通知・通達
専門里親研修制度の運営につ
いて

平成14年9月5日雇児
発第905003号

こども家庭庁 第二　3
専門里親認定宿泊
研修

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の３６第２号の厚生労働大臣が定める研修
（平成21年厚生労働省告示第226号）に基づく通知につ
いてもオンラインでの実施を可能とすることとした。

22 通知・通達
専門里親研修制度の運営につ
いて

平成14年9月5日雇児
発第905003号

こども家庭庁 第二　3 専門里親更新研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の３６第２号の厚生労働大臣が定める研修
（平成21年厚生労働省告示第226号）に基づく通知につ
いてもオンラインでの実施を可能とすることとした。

23 通知・通達
専門里親研修制度の運営につ
いて

平成14年9月5日雇児
発第905003号

こども家庭庁 第一 専門里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の３６第２号の厚生労働大臣が定める研修
（平成21年厚生労働省告示第226号）に基づく通知につ
いてもオンラインでの実施を可能とすることとした。

24 通知・通達
専門里親研修制度の運営につ
いて

平成14年9月5日雇児
発第905003号

こども家庭庁 第二 専門里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の３６第２号の厚生労働大臣が定める研修
（平成21年厚生労働省告示第226号）に基づく通知につ
いてもオンラインでの実施を可能とすることとした。

25 通知・通達
養育里親研修制度の運営につ
いて

平成21年3月31日雇児
発第331009号

こども家庭庁
第二　四
ア

養育里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第１条の３６第２号の厚生労働大臣が定める研修
（平成21年厚生労働省告示第226号）に基づく通知につ
いてもオンラインでの実施を可能とすることとした。

26 通知・通達
養育里親研修制度の運営につ
いて

平成21年3月31日雇児
発第331009号

こども家庭庁
第二　四
ア

養育里親研修
（基礎研修・登録
前研修）

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第一条の三十三の厚生労働大臣が定める研修（平
成 21 年厚生労働省告示第 225 号）及び児童福祉法施行
規則第三十六条の四十二第二項の厚生労働大臣が定め
る研修（平成 21 年厚生労働省告示第27 号）に基づく
通知においてもオンラインでの実施を可能とすること
とした。

27 通知・通達
養育里親研修制度の運営につ
いて

平成21年3月31日雇児
発第331009号

こども家庭庁
第二　四
カ

養育里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第一条の三十三の厚生労働大臣が定める研修（平
成 21 年厚生労働省告示第 225 号）及び児童福祉法施行
規則第三十六条の四十二第二項の厚生労働大臣が定め
る研修（平成 21 年厚生労働省告示第27 号）に基づく
通知においてもオンラインでの実施を可能とすること
とした。

28 通知・通達
養育里親研修制度の運営につ
いて

平成21年3月31日雇児
発第331009号

こども家庭庁 第二　四　（六） 養育里親研修 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

児童福祉法施行規則第一条の三十四のこども家庭庁長
官が定める基準等の一部を改正する告示（令和６年こ
ども家庭庁告示第11号。同年６月28日公布・施行。）
において講義の方法について、対面に限らず、オンラ
インでの実施が可能となる旨を明記する改正を行った
ことに伴い、当該告示による改正後の児童福祉法施行
規則第一条の三十三の厚生労働大臣が定める研修（平
成 21 年厚生労働省告示第 225 号）及び児童福祉法施行
規則第三十六条の四十二第二項の厚生労働大臣が定め
る研修（平成 21 年厚生労働省告示第27 号）に基づく
通知においてもオンラインでの実施を可能とすること
とした。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

78 通知・通達
日本ＤＭＡＴ活動要領の一部
改正について

平成28年3月31日医政
地発第331-1号

厚生労働省 Ⅲ　9
日本DMAT隊員養
成研修等

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、厚生労働省HP
（https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001269
402.pdf）において、研修開催等にあたる一部の工程に
ついて、デジタル化を妨げるものではない旨を明確化し
た。

79 通知・通達
日本ＤＭＡＴ活動要領の一部
改正について

平成28年3月31日医政
地発第331-1号

厚生労働省 Ⅲ　9
DMAT技能維持研
修等

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、厚生労働省HP
（https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001269
402.pdf）において、研修開催等にあたる一部の工程に
ついて、デジタル化を妨げるものではない旨を明確化し
た。

90 通知・通達
クリーニング師の研修及び業
務従事者に対する講習の指定
基準の改正について

平成4年3月19日衛指
第43号

厚生労働省
１　第一型研修・講
習の実施について
(１)

クリーニング師の
研修及び業務従事
者に対する講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

「デジタル臨時行政調査会の「デジタル原則」への理容
師法等における対応について」（令和６年６月26日健
生衛発0626第１号厚生労働省健康・生活衛生局生活衛
生課長通知）の発出により、クリーニング師の研修に
係る講習会受講の申込み等の一連の業務について、適
切に事務を行うことができる場合は、デジタル技術を活
用した方法により行うことも可能であることを通知上
明確化する趣旨の見直しを行った。

91 通知・通達
防錆剤管理責任者の資格につ
いて

平成14年3月26日健衛
発第326002号

厚生労働省
記
2

防錆剤管理責任者
講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和5年12月28日付け生活衛生課長通知（健生衛発1228
第５号）により、「デジタル技術を活用することが効果
的かつ適切である場合には、例えば、オンライン会議
システム等を活用したオンライン方式による手段も含
まれるものとする。」として、通知した。

92 通知・通達
防錆剤管理責任者の資格につ
いて

平成14年3月26日健衛
発第326002号

厚生労働省
記
2(2)

防錆剤管理責任者
講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和5年12月28日付け生活衛生課長通知（健生衛発1228
第５号）により、「デジタル技術を活用することが効果
的かつ適切である場合には、例えば、オンライン会議
システム等を活用したオンライン方式による手段も含
まれるものとする。」として、通知した。

365 告示

電気工事士法施行規則第四条
の二第一項の規定に基づくネ
オン工事資格者認定講習の内
容

平成13年5月2日経済
産業省告示第354号

経済産業省 題名
ネオン工事資格者
認定講習

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

366 告示

電気工事士法施行規則第四条
の二第一項の規定に基づく非
常用予備発電装置工事資格者
認定講習の内容

平成13年5月2日経済
産業省告示第355号

経済産業省 題名
非常用予備発電装
置工事資格者認定
講習

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

367 告示

電気工事士法施行規則第四条
の二第二項第二号の規定に基
づく認定電気工事従事者認定
講習の内容

平成13年5月2日経済
産業省告示第356号

経済産業省 題名
認定電気工事従事
者認定講習

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年7月に「デジタル原則を踏まえた法令の適用に
係る解釈の明確化等について」
<https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indu
strial_safety/law/files/digitalgensoku-
denryokuanzen.pdf>をホームページで周知し、左掲の
内規の適用については、デジタル技術の活用を妨げるも
のではない旨の明確化を行った。

369 通知・通達
高圧ガス保安法及び関係政省
令の運用及び解釈について
（内規）

平成26年7月14日商局
第1号

経済産業省 第四八条関係
高圧ガス移動監視
者講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月28日「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保
安法令の適用に係る解釈の明確化等について」をホー
ムページで周知し、左記で定める講習について、当該
講習に係る申込・受講・修了証の発行の全てのプロセ
スにおいて、オンライン会議システムの活用等デジタル
技術の活用を妨げるものではない旨の明確化を行っ
た。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/sangyo/hipregas/files/240628_koatsu-
desitaltsuti.pdf

370 通知・通達
高圧ガス保安法及び関係政省
令等の運用及び解釈について
（内規）

平成29年7月25日保局
第20170718-1号

経済産業省 第四九条関係
高圧ガス移動監視
者講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年6月28日「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保
安法令の適用に係る解釈の明確化等について」をホー
ムページで周知し、左記で定める講習について、当該
講習に係る申込・受講・修了証の発行の全てのプロセ
スにおいて、オンライン会議システムの活用等デジタル
技術の活用を妨げるものではない旨の明確化を行っ
た。
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/indust
rial_safety/sangyo/hipregas/files/240628_koatsu-
desitaltsuti.pdf

373 告示
宅地建物取引士に対する講習
の実施要領

昭和55年11月29日建
設省告示第1798号

国土交通省 題名
法定講習（宅地建
物取引士）

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

宅地建物取引士に対する講習の実施要領（昭和55年建
設省告示第1798号）を改正し、法定講習に係る受講証
明プロセス（講習の見込み、講習の受講、修了証発
行）のオンライン化に資する措置を講じ、令和５年10
月から施行した。

374 告示
船員法施行規則第七十七条の
六第一項の規定に基づく国土
交通大臣が告示で定める基準

平成11年7月16日運輸
省告示第438号

国土交通省 本則
船員法に基づく
危険物等取扱責任
者講習

対面講習 2-1①
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年5月まで 完了済み

令和６年６月、「アナログ規制の見直し対応につい
て」（令和６年６月27日付事務連絡）の発出により、
講習申込、講習受講、修了証発行の一連のプロセスを
デジタル原則に適合する手段によることを許容すること
を明示した。

375 告示

宅地建物取引業法施行規則第
十三条の二十一第三号等の規
定に基づく国土交通大臣の定
める方法等

平成18年6月21日国土
交通省告示第702号

国土交通省 題名
登録実務講習
（宅地建物取引
士）

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み

宅地建物取引業法施行規則第十三条の二十一第三号等
の規定に基づく国土交通大臣の定める方法等につい
て、国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が
行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関
する法律施行規則を改正し、登録実務講習に係る受講
証明プロセス（講習の見込み、講習の受講、修了証発
行）のオンライン化に資する措置を講じ、令和５年10
月から施行した。

386 告示

船員法施行規則第七十七条の
七第四項第二号及び第五項第
二号並びに第九号表第四号２
及び第十号表第二号１の規定
に基づく国土交通大臣が告示
で定める基準

平成29年9月29日国土
交通省告示第879号

国土交通省 第1項

消火、タンカーの
安全の確保、海洋
汚染の防止等の講
習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年5月まで 完了済み

令和６年６月、「アナログ規制の見直し対応につい
て」（令和６年６月27日付事務連絡）の発出により、
講習申込、講習受講、修了証発行の一連のプロセスを
デジタル原則に適合する手段によることを許容すること
を明示した。

387 告示

船員法施行規則第七十七条の
七第四項第二号及び第五項第
二号並びに第九号表第四号２
及び第十号表第二号１の規定
に基づく国土交通大臣が告示
で定める基準

令和4年3月31日国土
交通省告示 第410号

国土交通省 第3項
乙種危険物等取扱
責任者講習
(低引火点燃料)

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年5月まで 完了済み

令和６年６月、「アナログ規制の見直し対応につい
て」（令和６年６月27日付事務連絡）の発出により、
講習申込、講習受講、修了証発行の一連のプロセスを
デジタル原則に適合する手段によることを許容すること
を明示した。

389 告示

船員法施行規則第七十七条の
十二第三項第二号等の規定に
基づく国土交通大臣が告示で
定める基準に適合する講習の
内容を定める件

平成30年6月22日国土
交通省告示第773号

国土交通省 題名

特定海域航行船舶
の
安全運航等に係る
講習

対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年5月まで 完了済み

令和６年６月、「アナログ規制の見直し対応につい
て」（令和６年６月27日付事務連絡）の発出により、
講習申込、講習受講、修了証発行の一連のプロセスを
デジタル原則に適合する手段によることを許容すること
を明示した。

391 告示
観光圏内限定旅行業務取扱管
理者の職務に関する研修の方
法等を定める告示

平成20年7月23日国土
交通省告示第897号

国土交通省 題名
観光圏内限定旅行
業務取扱管理者の
職務に関する研修

対面講習 2-1② 2-1② 要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月28日付で運輸局等に対し事務連絡を発出
し、研修事務の実施に当たっては、デジタル技術を活用
することが可能である旨、周知した。

394 告示
旅行サービス手配業務取扱管
理者研修の内容及び方法の基
準等を定める告示

平成30年1月4日観光
庁告示第4号

国土交通省 題名
旅行サービス手配
業務
取扱管理者研修

対面講習 2-1②
2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月28日付で事務連絡を発出し、オンライン
での研修実施が可能な旨について、研修機関に対して明
示した。

401 通知・通達
旅程管理業務を行う主任者証
の発行について

平成17年3月18日国総
旅振第422号

国土交通省 2
旅程管理業務に関
する研修

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月28日付で事務連絡を発出し、オンライン
での研修実施が可能な旨について、研修機関に対して明
示した。

402 通知・通達
旅程管理業務を行う主任者証
の発行について

平成17年3月18日国総
旅振第422号

国土交通省 3（2）①
旅程管理業務に関
する研修

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月28日付で事務連絡を発出し、オンライン
での研修実施が可能な旨について、研修機関に対して明
示した。

403 通知・通達
旅程管理業務を行う主任者証
の発行について

平成17年3月18日国総
旅振第422号

国土交通省 3（2）②
旅程管理業務に関
する研修

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月28日付で事務連絡を発出し、オンライン
での研修実施が可能な旨について、研修機関に対して明
示した。

404 通知・通達
旅程管理業務を行う主任者証
の発行について

平成17年3月18日国総
旅振第422号

国土交通省 3（2）③
旅程管理業務に関
する研修

対面講習
2-1①
2-1②

2-1①
2-1②

要 令和６年６月まで 完了済み
令和６年６月28日付で事務連絡を発出し、オンライン
での研修実施が可能な旨について、研修機関に対して明
示した。

405 通知・通達 屋外広告物条例ガイドライン
昭和39年3月27日建設
都総発第7号

国土交通省 第三十一条 屋外広告物講習 対面講習 1-②
2-1①
2-1②
2-1③

要 令和６年６月まで 完了済み
通知を発出し、講習会の実施に当たっては、対面によ
り実施する方法に限られるものではなく、デジタル技術
を活用して実施することも可能である旨、周知した。

407 通知・通達
インターネットを活用した通
訳案内研修及び修了試験につ
いて

令和２年３月26日付
人材政策室発事務連
絡

国土交通省 題名 通訳案内研修 対面講習
2-1①
2-1②
2-1③

3-1 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年4月、「通訳案内研修におけるデジタル技術の
活用について」（令和6年4月15日付通知）の発出によ
り、講習申込、講習受講、修了証発行の一連のプロセ
スをデジタル原則に適合する手段によることが原則であ
ることを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

1 告示

消費税法施行令第十四条の三
第一号の規定に基づき厚生労
働大臣が指定する保育所を経
営する事業に類する事業とし
て行われる資産の譲渡等

平成17年3月31日厚生
労働省告示第128号

こども家庭庁 第一の八イ
保育サービスの内
容の掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

消費税法施行令第十四条の三第一号の規定に基づき内
閣総理大臣が指定する保育所を経営する事業に類する事
業として行われる資産の譲渡等の改正（令和６年3月29
日施行）により、施設において提供される、施設の選
択に資する内容の書面掲示の義務付けを見直し、書面
掲示に加え、インターネットを利用して公衆の閲覧に供
しなければならないこととした。

9 告示
一般貨物自動車運送事業者用
標準信書便約款

平成27年11月27日総
務省告示第410号

総務省 第三十三条第三項
提供区域の掲示義
務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

一般貨物自動車運送事業者用標準信書便約款（平成27
年総務省告示第410号）の一部を改正する告示（令和６
年３月22日総務省告示第83号）により、特定信書便事
業者が提供する特定信書便役務における提供区域の掲
示等の方法について、当該事業者のウェブサイトへの掲
載を可能とした。また、令和6年6月、「特定信書便事
業者による役務の提供区域等の掲示等の方法に関する
取扱いについて（通達）」（令和6年6月17日総情信第
45号）により、当該事業者がウェブサイトを保有してい
る場合には、ウェブサイト上での掲載を推奨する旨、各
総合通信局等を通じて周知した。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

10 告示
一般貨物自動車運送事業者用
標準信書便約款

平成27年11月27日総
務省告示第410号

総務省 第三十三条第三項
受付日時の掲示義
務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

一般貨物自動車運送事業者用標準信書便約款（平成27
年総務省告示第410号）の一部を改正する告示（令和６
年３月22日総務省告示第83号）により、特定信書便事
業者が提供する特定信書便役務における受付日時の掲
示等の方法について、当該事業者のウェブサイトへの掲
載を可能とした。また、令和6年6月、「特定信書便事
業者による役務の提供区域等の掲示等の方法に関する
取扱いについて（通達）」（令和6年6月17日総情信第
45号）により、当該事業者がウェブサイトを保有してい
る場合には、ウェブサイト上での掲載を推奨する旨、各
総合通信局等を通じて周知した。

11 告示
一般貨物自動車運送事業者用
標準信書便約款

平成27年11月27日総
務省告示第410号

総務省 第三十三条第三項
大きさ及び重量の
制限の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

一般貨物自動車運送事業者用標準信書便約款（平成27
年総務省告示第410号）の一部を改正する告示（令和６
年３月22日総務省告示第83号）により、特定信書便事
業者が提供する特定信書便役務における信書便物の大
きさ及び重量の制限の掲示等の方法について、当該事
業者のウェブサイトへの掲載を可能とした。また、令和
6年6月、「特定信書便事業者による役務の提供区域等
の掲示等の方法に関する取扱いについて（通達）」
（令和6年6月17日総情信第45号）により、当該事業者
がウェブサイトを保有している場合には、ウェブサイト
上での掲載を推奨する旨、各総合通信局等を通じて周
知した。

12 告示
一般貨物自動車運送事業者用
標準信書便約款

平成27年11月27日総
務省告示第410号

総務省 第三十三条第三項 料金の掲示義務 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

一般貨物自動車運送事業者用標準信書便約款（平成27
年総務省告示第410号）の一部を改正する告示（令和６
年３月22日総務省告示第83号）により、特定信書便事
業者が提供する特定信書便役務における料金の掲示等
の方法について、当該事業者のウェブサイトへの掲載を
可能とした。また、令和6年6月、「特定信書便事業者
による役務の提供区域等の掲示等の方法に関する取扱
いについて（通達）」（令和6年6月17日総情信第45
号）により、当該事業者がウェブサイトを保有している
場合には、ウェブサイト上での掲載を推奨する旨、各総
合通信局等を通じて周知した。

13 告示
貨物軽自動車運送事業者用標
準信書便約款

平成28年1月26日総務
省告示第25号

総務省 第三十三条第三項
提供区域の掲示義
務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

貨物軽自動車運送事業者用標準信書便約款（平成28年
総務省告示第25号）の一部を改正する告示（令和６年
３月22日総務省告示第84号）により、特定信書便事業
者が提供する特定信書便役務における提供区域の掲示
等の方法について、当該事業者のウェブサイトへの掲載
を可能とした。また、令和6年6月、「特定信書便事業
者による役務の提供区域等の掲示等の方法に関する取
扱いについて（通達）」（令和6年6月17日総情信第45
号）により、当該事業者がウェブサイトを保有している
場合には、ウェブサイト上での掲載を推奨する旨、各総
合通信局等を通じて周知した。

14 告示
貨物軽自動車運送事業者用標
準信書便約款

平成28年1月26日総務
省告示第25号

総務省 第三十三条第三項
受付日時の掲示義
務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

貨物軽自動車運送事業者用標準信書便約款（平成28年
総務省告示第25号）の一部を改正する告示（令和６年
３月22日総務省告示第84号）により、特定信書便事業
者が提供する特定信書便役務における受付日時の掲示
等の方法について、当該事業者のウェブサイトへの掲載
を可能とした。また、令和6年6月、「特定信書便事業
者による役務の提供区域等の掲示等の方法に関する取
扱いについて（通達）」（令和6年6月17日総情信第45
号）により、当該事業者がウェブサイトを保有している
場合には、ウェブサイト上での掲載を推奨する旨、各総
合通信局等を通じて周知した。

15 告示
貨物軽自動車運送事業者用標
準信書便約款

平成28年1月26日総務
省告示第25号

総務省 第三十三条第三項
大きさ及び重量の
制限の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

貨物軽自動車運送事業者用標準信書便約款（平成28年
総務省告示第25号）の一部を改正する告示（令和６年
３月22日総務省告示第84号）により、特定信書便事業
者が提供する特定信書便役務における信書便物の大き
さ及び重量の制限の掲示等の方法について、当該事業
者のウェブサイトへの掲載を可能とした。また、令和6
年6月、「特定信書便事業者による役務の提供区域等の
掲示等の方法に関する取扱いについて（通達）」（令
和6年6月17日総情信第45号）により、当該事業者が
ウェブサイトを保有している場合には、ウェブサイト上
での掲載を推奨する旨、各総合通信局等を通じて周知
した。

16 告示
貨物軽自動車運送事業者用標
準信書便約款

平成28年1月26日総務
省告示第25号

総務省 第三十三条第三項 料金の掲示義務 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

貨物軽自動車運送事業者用標準信書便約款（平成28年
総務省告示第25号）の一部を改正する告示（令和６年
３月22日総務省告示第84号）により、特定信書便事業
者が提供する特定信書便役務における料金の掲示等の
方法について、当該事業者のウェブサイトへの掲載を可
能とした。また、令和6年6月、「特定信書便事業者に
よる役務の提供区域等の掲示等の方法に関する取扱い
について（通達）」（令和6年6月17日総情信第45号）
により、当該事業者がウェブサイトを保有している場合
には、ウェブサイト上での掲載を推奨する旨、各総合通
信局等を通じて周知した。

21 告示

高齢者の医療の確保に関する
法律の規定による療養の給付
等の取扱い及び担当に関する
基準

昭和58年1月20日厚生
省告示第14号

厚生労働省 第五条の三第四項
食事療養の内容等
に係る掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の
給付等の取扱い及び担当に関する基準等の一部を改正
する告示（令和６年厚生労働省告示第55号）におい
て、原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載しなけ
ればならない旨規定。

22 告示

高齢者の医療の確保に関する
法律の規定による療養の給付
等の取扱い及び担当に関する
基準

昭和58年1月20日厚生
省告示第14号

厚生労働省
第五条の三の二第四
項

生活療養の内容等
に係る掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の
給付等の取扱い及び担当に関する基準等の一部を改正
する告示（令和６年厚生労働省告示第55号）におい
て、原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載しなけ
ればならない旨規定。

23 告示

高齢者の医療の確保に関する
法律の規定による療養の給付
等の取扱い及び担当に関する
基準

昭和58年1月20日厚生
省告示第14号

厚生労働省 第五条の四第二項
保険外併用療養等
の内容等に係る掲
示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の
給付等の取扱い及び担当に関する基準等の一部を改正
する告示（令和６年厚生労働省告示第55号）におい
て、原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載しなけ
ればならない旨規定。

24 告示

高齢者の医療の確保に関する
法律の規定による療養の給付
等の取扱い及び担当に関する
基準

昭和58年1月20日厚生
省告示第14号

厚生労働省 第二十五条の四
保険薬局における
必要事項の掲示義
務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の
給付等の取扱い及び担当に関する基準等の一部を改正
する告示（令和６年厚生労働省告示第55号）におい
て、原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載しなけ
ればならない旨規定。

30 告示
療担規則及び薬担規則並びに
療担基準に基づき厚生労働大
臣が定める掲示事項等

平成18年3月6日厚生
労働省告示第107号

厚生労働省

○療担規則及び薬担
規則並びに療担基準
に基づき厚生労働大
臣が定める掲示事項
等

保険医療機関にお
ける必要事項の掲
示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生
労働大臣が定める掲示事項等の一部を改正する告示」
（令和６年厚生労働省告示第56号）において、原則と
して、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならな
い旨規定。

31 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第三・三の二(３)
包括的な診療を担
う医療機関の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

32 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第三・六(3)
明細書の無償交付
の体制の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

33 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省
第三・八の三
(4)

院内感染防止対策
の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

34 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第三・九(6)
院内感染防止対策
の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

35 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第三・十(1)ヘ
医療安全対策の掲
示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

36 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第三・十(2)ヘ
医療安全対策の掲
示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

37 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第五・一(8)
看護職員と入院患
者の割合の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

38 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省 第六・一(4) 看護職員数の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

39 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省
第八・三十二(1)
ハ

分娩実施数の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

40 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省
第八・三十五の三
(1)ニ

後発医薬品の使用
に積極的に取り組
んでいる旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

41 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省
第八・三十五の三
(2)ニ

後発医薬品の使用
に積極的に取り組
んでいる旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

42 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省
第八・三十五の三
(3)ニ

後発医薬品の使用
に積極的に取り組
んでいる旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

43 告示 基本診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第62号

厚生労働省
第九・十九(2)
ヘ

看護職員と入院患
者の割合の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」(令
和６年厚生労働省告示第58号)において、原則として、
掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。
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44 告示 特掲診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第63号

厚生労働省
第三・四の四(１)
ロ

院内トリアージの
実施基準の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令
和６年厚生労働省告示第59号）において、原則とし
て、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない
旨規定。

45 告示 特掲診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第63号

厚生労働省
第三・九(１)
ロ

ハイリスク分娩管
理の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令
和６年厚生労働省告示第59号）において、原則とし
て、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない
旨規定。

46 告示 特掲診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第63号

厚生労働省
第五・十一(１)
イ

診療費用の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令
和６年厚生労働省告示第59号）において、原則とし
て、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない
旨規定。

47 告示 特掲診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第63号

厚生労働省

第七・四
(１)ニ
(２)ニ
(３)ニ

後発医薬品の使用
に積極的に取り組
んでいる旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令
和６年厚生労働省告示第59号）において、原則とし
て、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない
旨規定。

48 告示 特掲診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第63号

厚生労働省 第十二・二(３) 手術件数の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令
和６年厚生労働省告示第59号）において、原則とし
て、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない
旨規定。

49 告示 特掲診療料の施設基準等
平成20年3月5日厚生
労働省告示第63号

厚生労働省 第十三の二・二(３)
有床義歯を修理す
る体制が整備され
ている旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令
和６年厚生労働省告示第59号）において、原則とし
て、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければならない
旨規定。

53 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営沖縄海洋博覧会記念公園の
公開日時並びに海洋文化館及
び熱帯ドリームセンターの入
館料

昭和60年12月21日建
設省告示第1859号

国土交通省 一２（一） 公開日時の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

54 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営沖縄海洋博覧会記念公園の
公開日時並びに海洋文化館及
び熱帯ドリームセンターの入
館料

昭和60年12月21日建
設省告示第1859号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

55 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営武蔵丘陵森林公園の公開日
時及び入園料

昭和63年7月16日建設
省告示第1561号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

56 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく海
の中道海浜公園の公開日時及
び入園料

昭和62年4月25日建設
省告示第1029号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

57 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営みちのく杜の湖畔公園の公
開日時及び入園料

平成元年7月12日建設
省告示第1291号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

58 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営昭和記念公園の公開日時及
び入園料

昭和63年12月17日建
設省告示第2404号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

59 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営常陸海浜公園の公開日時及
び入園料

平成3年10月4日建設
省告示第1743号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

60 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営備北丘陵公園の公開日時及
び入園料

平成7年4月7日建設省
告示第966号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

61 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営讃岐まんのう公園の公開日
時及び入園料

平成10年4月6日建設
省告示第1125号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

62 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく国
営越後丘陵公園の公開日時及
び入園料

平成10年7月16日建設
省告示第1460号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

64 告示
標準トランクルームサービス
約款

昭和61年5月15日運輸
省告示第237号

国土交通省 第八条第三項 営業日時の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年7月、「標準トランクルームサービス約款及び
倉庫業法第三条の登録の基準等に関する告示の一部を
改正する告示（国土交通省告示第1044号）」を施行す
るとともに、「「デジタル原則に照らした規制の一括見
直しプラン」を踏まえたデジタル技術の活用について
（通知）」（令和6年7月31日付国自貨第214号）の発出
により、原則、オンライン上で掲示を行う旨の通知を
行った。

65 告示
標準トランクルームサービス
約款

昭和61年5月15日運輸
省告示第237号

国土交通省 第八条第三項 火災保険の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年7月、「標準トランクルームサービス約款及び
倉庫業法第三条の登録の基準等に関する告示の一部を
改正する告示（国土交通省告示第1044号）」を施行す
るとともに、「「デジタル原則に照らした規制の一括見
直しプラン」を踏まえたデジタル技術の活用について
（通知）」（令和6年7月31日付国自貨第214号）の発出
により、原則、オンライン上で掲示を行う旨の通知を
行った。

67 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
乗車券類の発売の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

68 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
団体乗車券の発売
の掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

69 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
特殊な乗車券類の
発売の掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

70 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
運賃及び料金の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

71 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
旅客の都合による
運賃及び料金の払
戻しの掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

72 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
乗車券類の様式変
更等の場合の取扱
いの掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

73 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
運賃の払戻し場所
等の掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

74 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
荷物の運送場所の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

75 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
運送の制限等の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

76 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項 荷物運賃の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

77 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
連絡乗車券等の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

78 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
運賃及び料金の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

79 告示
一般乗合旅客自動車運送事業
標準運送約款・一般貸切旅客
自動車運送事業標準運送約款

昭和62年1月23日運輸
省告示第49号

国土交通省 第十二条第三項
運賃及び料金の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年６月、「自動車登録番号表交付代行者規則等
の一部を改正する省令」（令和６年国土交通省令第58
号）の施行により、原則としてウェブサイトに掲載する
見直しを行った。

85 告示 標準貨物自動車利用運送約款
平成2年11月26日運輸
省告示第579号

国土交通省 第八条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車利用運送約款の改正を行い、「デジタル
原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえた
デジタル技術の活用について（通知）（令和6年8月30
日付国自貨第284号）」を発出により、原則、オンライ
ン上で掲示を行う旨の通知を行った。

86 告示 標準貨物自動車利用運送約款
平成2年11月26日運輸
省告示第579号

国土交通省 第八条第三項 運賃等の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車利用運送約款の改正を行い、「デジタル
原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえた
デジタル技術の活用について（通知）（令和6年8月30
日付国自貨第284号）」を発出により、原則、オンライ
ン上で掲示を行う旨の通知を行った。
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87 告示 標準貨物自動車利用運送約款
平成2年11月26日運輸
省告示第579号

国土交通省 第八条第三項 保険料率等の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車利用運送約款の改正を行い、「デジタル
原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえた
デジタル技術の活用について（通知）（令和6年8月30
日付国自貨第284号）」を発出により、原則、オンライ
ン上で掲示を行う旨の通知を行った。

88 告示
標準貨物自動車利用運送（引
越）約款

平成2年11月26日運輸
省告示第580号

国土交通省 第八条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車利用運送（引越）約款の改正を行い、
「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を
踏まえたデジタル技術の活用について（通知）（令和6
年8月30日付国自貨第284号）」を発出し、原則、オン
ライン上で掲示を行う旨の通知を行った。

89 告示
標準貨物自動車利用運送（引
越）約款

平成2年11月26日運輸
省告示第580号

国土交通省 第八条第三項 運賃等の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車利用運送（引越）約款の改正を行い、
「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を
踏まえたデジタル技術の活用について（通知）（令和6
年8月30日付国自貨第284号）」を発出し、原則、オン
ライン上で掲示を行う旨の通知を行った。

90 告示 標準鉄道利用運送約款
平成2年11月29日運輸
省告示第588号

国土交通省 第八条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準鉄道利用運送約款の改正を行い、「デジタル原則に
照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえたデジタル
技術の活用について（通知）（令和6年8月30日付国自
貨第284号）」を発出し、原則、オンライン上で掲示を
行う旨の通知を行った。

91 告示 標準鉄道利用運送約款
平成2年11月29日運輸
省告示第588号

国土交通省 第八条第三項 運賃等の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準鉄道利用運送約款の改正を行い、「デジタル原則に
照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえたデジタル
技術の活用について（通知）（令和6年8月30日付国自
貨第284号）」を発出し、原則、オンライン上で掲示を
行う旨の通知を行った。

92 告示 標準鉄道利用運送約款
平成2年11月29日運輸
省告示第588号

国土交通省 第八条第三項 料金の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準鉄道利用運送約款の改正を行い、「デジタル原則に
照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえたデジタル
技術の活用について（通知）（令和6年8月30日付国自
貨第284号）」を発出し、原則、オンライン上で掲示を
行う旨の通知を行った。

93 告示 標準鉄道利用運送約款
平成2年11月29日運輸
省告示第588号

国土交通省 第八条第三項 保険料率等の掲示 書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準鉄道利用運送約款の改正を行い、「デジタル原則に
照らした規制の一括見直しプラン」を踏まえたデジタル
技術の活用について（通知）（令和6年8月30日付国自
貨第284号）」を発出し、原則、オンライン上で掲示を
行う旨の通知を行った。

94 告示 標準貨物自動車運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第575号

国土交通省 第十条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車運送約款の改正（標準貨物自動車運送
約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

95 告示 標準貨物自動車運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第575号

国土交通省 第十条第三項 運賃等の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車運送約款の改正（標準貨物自動車運送
約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

96 告示 標準貨物自動車運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第575号

国土交通省 第十条第三項 保険料率等の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車運送約款の改正（標準貨物自動車運送
約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

97 告示 標準宅配便運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第576号

国土交通省 第十条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準宅配便運送約款の改正（標準貨物自動車運送約款
等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施行））
により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する旨の見
直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

98 告示 標準宅配便運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第576号

国土交通省 第十条第三項
運賃等の収受の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準宅配便運送約款の改正（標準貨物自動車運送約款
等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施行））
により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する旨の見
直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

99 告示 標準引越運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第577号

国土交通省 第十条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準引越運送約款の改正（標準貨物自動車運送約款等
の一部を改正する告示（令和６年６月１日施行））に
より、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する旨の見直
しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

100 告示 標準引越運送約款
平成2年11月22日運輸
省告示第577号

国土交通省 第十条第三項 運賃等の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準引越運送約款の改正（標準貨物自動車運送約款等
の一部を改正する告示（令和６年６月１日施行））に
より、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する旨の見直
しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

101 告示

都市公園法施行令第二十一条
及び都市公園法施行規則第十
一条第二項の規定に基づく滝
野すずらん丘陵公園の公開日
時及び入園料

平成12年6月30日建設
省告示第1578号

国土交通省 一３
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

102 告示
都市公園法施行令第二十一条
の規定に基づく国営吉野ヶ里
歴史公園の公開日時

平成13年4月6日九州
地方整備局告示第85
号

国土交通省 三
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

103 告示
都市公園法施行令第二十一条
の規定に基づく国営明石海峡
公園の公開日時

平成14年3月6日近畿
地方整備局告示第26
号

国土交通省 三
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

117 告示
倉庫業法第三条の登録の基準
等に関する告示

平成14年1月31日国土
交通省告示第43号

国土交通省 第二十五条 認定マークの掲示 書面掲示 2-② 3-2 要 令和６年６月まで 完了済み

令和6年7月、「標準トランクルームサービス約款及び
倉庫業法第三条の登録の基準等に関する告示の一部を
改正する告示（国土交通省告示第1044号）」を施行す
るとともに、「「デジタル原則に照らした規制の一括見
直しプラン」を踏まえたデジタル技術の活用について
（通知）」（令和6年7月31日付国自貨第214号）の発出
により、原則、オンライン上で掲示を行う旨の通知を
行った。

120 告示 標準貨物軽自動車運送約款
平成15年3月3日国土
交通省告示第171号

国土交通省 第三十三条第五項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車運送約款の改正（標準貨物自動車運
送約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

121 告示 標準貨物軽自動車運送約款
平成15年3月3日国土
交通省告示第171号

国土交通省 第三十三条第五項 運賃等の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車運送約款の改正（標準貨物自動車運
送約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

122 告示 標準貨物軽自動車運送約款
平成15年3月3日国土
交通省告示第171号

国土交通省 第三十三条第五項 保険料率等の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車運送約款の改正（標準貨物自動車運
送約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

123 告示
標準貨物軽自動車引越運送約
款

平成15年3月3日国土
交通省告示第172号

国土交通省 第三十三条第五項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車引越運送約款の改正（標準貨物自動
車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１
日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表
する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

124 告示
標準貨物軽自動車引越運送約
款

平成15年3月3日国土
交通省告示第172号

国土交通省 第三十三条第五項 運賃等の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車引越運送約款の改正（標準貨物自動
車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年６月１
日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表
する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

125 告示 標準霊きゅう運送約款
平成18年8月31日国土
交通省告示第1047号

国土交通省 第十条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準霊きゅう運送約款の改正（標準貨物自動車運送約
款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。
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126 告示 標準霊きゅう運送約款
平成18年8月31日国土
交通省告示第1047号

国土交通省 第十条第三項
運賃及び料金の掲
示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準霊きゅう運送約款の改正（標準貨物自動車運送約
款等の一部を改正する告示（令和６年６月１日施
行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに公表する
旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

127 告示
標準貨物自動車特定信書便運
送約款

平成27年12月1日国土
交通省告示第1163号

国土交通省 第十条第三項 提供区域の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨物
自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年６
月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに
公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

128 告示
標準貨物自動車特定信書便運
送約款

平成27年12月1日国土
交通省告示第1163号

国土交通省 第十条第三項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨物
自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年６
月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに
公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

129 告示
標準貨物自動車特定信書便運
送約款

平成27年12月1日国土
交通省告示第1163号

国土交通省 第十条第三項
大きさ及び重量の
制限の掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨物
自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年６
月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに
公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

130 告示
標準貨物自動車特定信書便運
送約款

平成27年12月1日国土
交通省告示第1163号

国土交通省 第十条第三項 料金の収受の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨物
自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年６
月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイトに
公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

131 告示
標準貨物軽自動車特定信書便
運送約款

平成28年1月26日国土
交通省告示第247号

国土交通省 第三十三条第五項 提供区域の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨
物自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年
６月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイト
に公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

132 告示
標準貨物軽自動車特定信書便
運送約款

平成28年1月26日国土
交通省告示第247号

国土交通省 第三十三条第五項 受付日時の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨
物自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年
６月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイト
に公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

133 告示
標準貨物軽自動車特定信書便
運送約款

平成28年1月26日国土
交通省告示第247号

国土交通省 第三十三条第五項
大きさ及び重量の
制限の掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨
物自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年
６月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイト
に公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

134 告示
標準貨物軽自動車特定信書便
運送約款

平成28年1月26日国土
交通省告示第247号

国土交通省 第三十三条第五項 料金の収受の掲示 書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

標準貨物軽自動車特定信書便運送約款の改正（標準貨
物自動車運送約款等の一部を改正する告示（令和６年
６月１日施行））により、店頭に掲示又はウェブサイト
に公表する旨の見直しを行った。
事業者が自社のウェブサイトを保有している場合につい
ては、ウェブサイト上での掲載が推奨される旨の事務連
絡を地方運輸局及び関係業界団体宛に発出し、周知を
行った。

135 告示
都市公園法施行令第二十一条
の規定に基づく国営アルプス
あづみの公園の公開日時

平成16年7月9日関東
地方整備局告示第230
号

国土交通省 三
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

136 告示
都市公園法施行令第二十一条
の規定に基づく国営東京臨海
広域防災公園の公開日時

平成22年7月1日関東
地方整備局告示第274
号

国土交通省 三
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

137 告示
都市公園法施行令第二十一条
の規定に基づく国営木曽三川
公園の公開日時

平成25年4月1日中部
地方整備局告示第89
号

国土交通省 三
公開日時の変更の
掲示

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み
告示において公開日時の変更等に係る手続きの方法に
修正を施した

152 通知・通達
古物営業関係法令の解釈基準
等について

平成７年９月11日付
け
警察庁丁生企発第104
号

警察庁 第7 標識の掲示義務 書面掲示 2-①② 3-2 要 令和６年６月まで 完了済み

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するた
めのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律
（令和６年４月１日施行）及び古物営業法施行規則及
び国家公安委員会関係自動車運転代行業の業務の適正
化に関する法律施行規則の一部を改正する規則（令和６
年４月１日施行）により、標識の内容をウェブサイトに
も掲載をする見直しを行ったことを踏まえ、本通達に
ついても所要の改正を行った。

159 通知・通達
事務ガイドライン（前払式支
払手段発行者関係）

平成10年1月1日 金融庁 Ⅱ－3－4－1①イ
払戻しの掲示（公
告）義務

書面掲示 1-② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するた
めのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律
（令和６年４月１日施行）及び令和6年5月17日の事務
ガイドラインの一部改正により、前払式支払手段払戻し
の掲示について、日本資金決済業協会ウェブサイトにて
掲載する見直しを行った。

160 通知・通達
事務ガイドライン（前払式支
払手段発行者関係）

平成10年1月1日 金融庁 Ⅱ－3－4－1①ハ
払戻しの掲示（公
告）義務

書面掲示 1-② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するた
めのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律
（令和６年４月１日施行）及び令和6年5月17日の事務
ガイドラインの一部改正により、前払式支払手段払戻し
の掲示について、日本資金決済業協会ウェブサイトにて
掲載する見直しを行った。

201 通知・通達

指定訪問看護の事業を行う事
業所に係る健康保険法第八八
条第一項の規定に基づく指定
等の取扱いについて

令和2年3月5日保発第
0305第5号

厚生労働省 第一　二
指定訪問看護ス
テーションである
旨の掲示義務

書面掲示 2-2② 3-2 要 令和６年６月まで 完了済み

「指定訪問看護の事業を行う事業所に係る健康保険法
第八八条第一項の規定に基づく指定等の取扱いについ
て」（保 発0305第14号令和６年３月５日付け厚生労働
省保険局長通知）において、原則として、掲示事項を
ウェブサイトに掲載しなければならない旨規定。

204 通知・通達
指定訪問看護の事業の人員及
び運営に関する基準について

令和2年3月5日保発第
0305第4号

厚生労働省 第三　三

利用申込者のサー
ビスの選択に資す
る重要事項の掲示
義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準に
ついて」の一部改正について（保発0305第13号令和６
年３月５日付け厚生労働省保険局長通知）において、
原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載しなければ
ならない旨規定。

205 通知・通達

医療費の内容の分かる領収証
及び個別の診療報酬の算定項
目の分かる明細書の交付につ
いて

令和2年3月5日保発第
0305第2号

厚生労働省 八

保険医療機関及び
保険薬局の明細書
発行に関する状況
の掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算
定項目の分かる明細書の交付について（保発0305第11
号令和６年３月５日付け厚生労働省保険局長通知）に
おいて、原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載し
なければならない旨規定。

206 通知・通達

「療担規則及び薬担規則並び
に療担基準に基づき厚生労働
大臣が定める掲示事項等」及
び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品
等」の実施上の留意事項につ
いて

平成18年3月13日保医
発第0313003号

厚生労働省 第一　二
保険外負担の掲示
義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき
厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用
療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施
上の留意事項について」の一部改正について」（保医
発0327第10号令和６年３月27日付け厚生労働省保険局
医療課長通知）において、原則として、掲示事項をウェ
ブサイトに掲載しなければならない旨規定。

207 通知・通達

「療担規則及び薬担規則並び
に療担基準に基づき厚生労働
大臣が定める掲示事項等」及
び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品
等」の実施上の留意事項につ
いて

平成18年3月13日保医
発第0313003号

厚生労働省 第三　一三
予約患者とそうで
ない患者の取扱い
の掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき
厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用
療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施
上の留意事項について」の一部改正について」（保医
発0327第10号令和６年３月27日付け厚生労働省保険局
医療課長通知）において、原則として、掲示事項をウェ
ブサイトに掲載しなければならない旨規定。

208 通知・通達

「療担規則及び薬担規則並び
に療担基準に基づき厚生労働
大臣が定める掲示事項等」及
び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品
等」の実施上の留意事項につ
いて

平成18年3月13日保医
発第0313003号

厚生労働省 第一　二
明細書の発行状況
に関する事項の掲
示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき
厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用
療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施
上の留意事項について」の一部改正について」（保医
発0327第10号令和６年３月27日付け厚生労働省保険局
医療課長通知）において、原則として、掲示事項をウェ
ブサイトに掲載しなければならない旨規定。

209 通知・通達

「療担規則及び薬担規則並び
に療担基準に基づき厚生労働
大臣が定める掲示事項等」及
び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品
等」の実施上の留意事項につ
いて

平成18年3月13日保医
発第0313003号

厚生労働省 第三　一二
特別療養環境室の
場所及び料金の掲
示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき
厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用
療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施
上の留意事項について」の一部改正について」（保医
発0327第10号令和６年３月27日付け厚生労働省保険局
医療課長通知）において、原則として、掲示事項をウェ
ブサイトに掲載しなければならない旨規定。

210 通知・通達

「療担規則及び薬担規則並び
に療担基準に基づき厚生労働
大臣が定める掲示事項等」及
び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品
等」の実施上の留意事項につ
いて

平成18年3月13日保医
発第0313003号

厚生労働省 第一　一
届出事項等の掲示
義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき
厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用
療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施
上の留意事項について」の一部改正について」（保医
発0327第10号令和６年３月27日付け厚生労働省保険局
医療課長通知）において、原則として、掲示事項をウェ
ブサイトに掲載しなければならない旨規定。

211 通知・通達

「療担規則及び薬担規則並び
に療担基準に基づき厚生労働
大臣が定める掲示事項等」及
び「保険外併用療養費に係る
厚生労働大臣が定める医薬品
等」の実施上の留意事項につ
いて

平成18年3月13日保医
発第0313003号

厚生労働省 第三　一九

医科点数表等に規
定する回数を超え
て行う診療の掲示
義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき
厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用
療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施
上の留意事項について」の一部改正について」（保医
発0327第10号令和６年３月27日付け厚生労働省保険局
医療課長通知）において、原則として、掲示事項をウェ
ブサイトに掲載しなければならない旨規定。
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Phase
見直後
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　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
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新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

213 通知・通達
保険（医療）給付と重複する
保険外負担の是正について

平成4年4月8日老健第
79号

厚生労働省
一　保険外負担の取
扱いについて
(二)

実費に係る費用の
内容及び金額等の
掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いにつ
いて」（保医発第0901002号平成17年９月１日付け厚生
労働省保険局医療課長通知）において当該通知の取り
扱いを明確にしており、また、「「療養の給付と直接関
係ないサービス等の取扱いについて」（保医発0321第
５号令和６年３月21日付け厚生労働省保険局医療課長
通知）の一部改正について」において、原則として、掲
示事項をウェブサイトに掲載しなければならない旨規
定。

234 通知・通達
柔道整復師の施術に係る療養
費の算定基準の実施上の留意
事項等について

平成9年4月17日保険
発第57号

厚生労働省 第七　一部負担金
一〇円未満の四捨
五入を行う旨の掲
示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み 一〇円未満については四捨五入を行う旨をホームペー
ジに掲載

253 通知・通達
療養の給付と直接関係ない
サービス等の取扱いについて

平成17年9月1日保医
発第0901002号

厚生労働省
1　費用徴収する場
合の手続について
(1)

サービス等の内容
及び料金の掲示

書面掲示 1-② 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いに
ついて」（保医発0321第５号令和６年３月21日付け厚
生労働省保険局医療課長通知）の一部改正について」
において、原則として、掲示事項をウェブサイトに掲載
しなければならない旨規定。

327 通知・通達
都市公園法運用指針（第４
版）

平成30年3月国土交通
省都市局

国土交通省 8-2(4)①7
協定を閲覧に供し
ている旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月、当該指針の改正及び「都市公園法運用
指針の改正について」（令和６年７月５日付国都公景
第74号）の発出により、掲示についてデジタル化を許
容する旨を明確化した。

328 通知・通達
道路法等の一部を改正する法
律等の施行について

平成元年12月20日道
政発第86号

国土交通省 第2（1）
協定を閲覧に供し
ている旨の掲示

書面掲示 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及
び往訪閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について
（通知）」（令和5年9月29日付国道政第53号、国道利
第22号、国道交第43号、国道企第66号、国道高第174
号）の発出により、道路管理者が行う道路一体建物に
関する協定等を閲覧に供している旨の掲示については、
現行の手法と併せてインターネットによる公開等のデ
ジタル技術を活用した方法により実施する旨を通知し
た。

75 告示 不動産投資顧問業登録規程
平成12年9月1日建設
省告示第1828号

国土交通省 第二十八条 事業報告書の閲覧 往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年６月まで 未了

e-govシステムにて閲覧の申請を受け付け、当該申請に
対して事業報告書を提供することで見直し対応予定だっ
たところ、e-govシステムについては、ガバメントクラ
ウド移行に係る改修中であり、当該申請に関する機能
の追加については、早くとも令和６年度下半期となる
見込みのため。

令和７年３月
令和６年10月以降のシステム改修の時間を勘案し、令
和６年度中には対応可能と見込んでいるが、対応可能と
なり次第速やかに対応予定。

88 告示 標準国際利用航空運送約款
平成2年12月1日運輸
省告示第594号

国土交通省 第三十五条
標準国際利用航空
運送約款の閲覧

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

「「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」
を踏まえたデジタル技術の活用について（通知）（令和
6年8月30日付国自貨第284号）」を発出し、原則、オン
ライン上で掲示を行う旨の通知を行った。

140 通知・通達
住民基本台帳事務処理要領に
ついて

昭和42年10月4日庁保
発 / 保発 / 民事甲 /
食糧業第2242号

総務省 第二　三
住民基本台帳の一
部の写しの閲覧

往訪閲覧 2-3① 2-3① 要 令和６年６月まで 完了済み

見直し方針の策定時にはPhase2①、②、③での見直し
を目指し、技術を探求したが、現時点において遠隔で
閲覧する際に、ログイン後の端末譲渡や画面のキャプ
チャーなど、閲覧が認められない第三者による閲覧や
複写等の不適当な行為を防ぐ技術が確立されていないた
め、現行Phaseをもって見直し完了済みとする。ただ
し、今後もデジタル原則に照らして技術を探求し、不断
に見直しを実施することとする。

141 通知・通達
住民基本台帳事務処理要領に
ついて

昭和42年10月4日庁保
発 / 保発 / 民事甲 /
食糧業第2242号

総務省 第二　三
住民基本台帳の一
部の写しの閲覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②

2-3①
2-3②

要 令和６年６月まで 完了済み

見直し方針の策定時にはPhase2①、②、③での見直し
を目指し、技術を探求したが、現時点において遠隔で
閲覧する際に、ログイン後の端末譲渡や画面のキャプ
チャーなど、閲覧が認められない第三者による閲覧や
複写等の不適当な行為を防ぐ技術が確立されていないた
め、現行Phaseをもって見直し完了済みとする。ただ
し、今後もデジタル原則に照らして技術を探求し、不断
に見直しを実施することとする。

155 通知・通達 不動産登記事務取扱手続準則
平成17年2月25日民二
第456号

法務省 第一四〇条
登記簿の附属書類
の閲覧

往訪閲覧

地図等の
閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

登記簿の
付属書類
の閲覧
1-①

2-3①
2-3②
2-3③

要 令和６年６月まで 完了済み

　不動産登記規則等の一部を改正する省令（令和６年
法務省令第３２号）により、令和６年６月２４日か
ら、登記簿の附属書類を電子計算機を使用して閲覧する
こと（ウェブ会議サービス）を可能とする見直しを行っ
た。

158 通知・通達 商業登記等事務取扱手続準則
平成17年3月2日民商
第500号

法務省 第三九条
登記簿の附属書類
の閲覧

往訪閲覧 1-①
2-3①
2-3②
2-3③

要 令和６年６月まで 完了済み

　不動産登記規則等の一部を改正する省令（令和６年
法務省令第３２号）により、令和６年６月２４日か
ら、登記簿の附属書類を電子計算機を使用して閲覧する
こと（ウェブ会議サービス）を可能とする見直しを行っ
た。

159 通知・通達

債権譲渡登記令及び登記手数
料令の一部を改正する政令等
の施行に伴う債権譲渡登記事
務の取扱いについて

平成13年3月23日民商
第771号

法務省 第二 申請情報等の閲覧 往訪閲覧 1-①
2-3①
2-3②
2-3③

要 令和６年６月まで 完了済み

　不動産登記規則等の一部を改正する省令（令和６年
法務省令第３２号）により、令和６年６月２４日か
ら、申請情報等の閲覧を電子計算機を使用して閲覧する
こと（ウェブ会議サービス）を可能とする見直しを行っ
た。

160 通知・通達

登記手数料令及び債権譲渡登
記令の一部を改正する政令等
の施行に伴う債権譲渡登記事
務の取扱いについて

平成16年4月28日民商
第1341号

法務省 第六 申請情報等の閲覧 往訪閲覧 1-①
2-3①
2-3②
2-3③

要 令和６年６月まで 完了済み

　不動産登記規則等の一部を改正する省令（令和６年
法務省令第３２号）により、令和６年６月２４日か
ら、申請情報等の閲覧を電子計算機を使用して閲覧する
こと（ウェブ会議サービス）を可能とする見直しを行っ
た。

161 通知・通達

動産・債権譲渡登記令の一部
を改正する政令等の施行に伴
う動産・債権譲渡登記事務の
取扱いについて

平成26年5月23日民商
第49号

法務省 第四
登記申請書等の閲
覧

往訪閲覧 1-①
2-3①
2-3②
2-3③

要 令和６年６月まで 完了済み

　不動産登記規則等の一部を改正する省令（令和６年
法務省令第３２号）により、令和６年６月２４日か
ら、登記申請書等の閲覧電子計算機を使用して閲覧する
こと（ウェブ会議サービス）を可能とする見直しを行っ
た。

162 通知・通達
動産・債権譲渡登記事務取扱
手続準則の制定について

平成26年12月22日民
商第128号

法務省 第五一条
登記申請書等の閲
覧

往訪閲覧 1-①
2-3①
2-3②
2-3③

要 令和６年６月まで 完了済み

　不動産登記規則等の一部を改正する省令（令和６年
法務省令第３２号）により、令和６年６月２４日か
ら、登記申請書等の閲覧を電子計算機を使用して閲覧す
ること（ウェブ会議サービス）を可能とする見直しを
行った。

270 通知・通達
道路法等の一部を改正する法
律等の施行について

平成元年12月20日道
政発第86号

国土交通省 第2（1） 協定書の閲覧 往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及
び往訪閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について
（通知）」（令和5年9月29日付国道政第53号、国道利
第22号、国道交第43号、国道企第66号、国道高第174
号）の発出により、道路管理者が行う道路一体建物に
関する協定等の閲覧については、現行の手法と併せて
インターネットによる公開等のデジタル技術を活用した
方法により実施する旨を通知した。

298 通知・通達
瀬戸内海環境保全臨時措置法
の施行について

昭和49年1月9日環水
規第5号

環境省 四（二）
事前評価の書面の
縦覧

往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

関係自治体に対し「デジタル原則を踏まえた瀬戸内海環
境保全特別措置法の適用に係る解釈の明確化
について」を発出し、当該閲覧方法についてインター
ネットを利用する旨を明示した。

78 告示 建設コンサルタント登録規程
昭和52年4月15日建設
省告示第717号

国土交通省 第十六条

登録簿及び登録停
止簿並びに登録申
請書、現況報告書
及び変更届出書に
係る閲覧

往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年４月１日に建設コンサルタント登録規程（申
請様式）について必要な改正を行い、令和6年7月に当
省HP（以下URL）において、閲覧対象物についてオン
ラインシステムを利用した閲覧が可能になることを掲
載した。
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_
000030.html

80 告示 地質調査業者登録規程
昭和52年4月15日建設
省告示第718号

国土交通省 第十五条

登録簿及び登録停
止簿並びに登録申
請書、現況報告書
及び変更届出書に
係る閲覧

往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年４月１日に建設コンサルタント登録規程（申
請様式）について必要な改正を行い、令和6年7月に当
省HP（以下URL）において、閲覧対象物についてオン
ラインシステムを利用した閲覧が可能になることを掲
載した。
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_
000040.html

256 通知・通達
都市公園法運用指針（第４
版）

平成30年3月国土交通
省都市局

国土交通省 8-2(4) 協定書の閲覧 往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年７月、当該指針の改正及び「都市公園法運用
指針の改正について」（令和６年７月５日付国都公景
第74号）の発出により、公示についてインターネット
の利用を原則とする旨を明確化した。

264 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国
都計第111号

国土交通省 Ⅴ3（5）
景観重要建造物又
は景観重要樹木に
関する台帳の閲覧

往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年７月、当該指針の改正及び「景観法運用指針
の改正について」（令和６年７月29日付国都公景第8 0
号）の発出により、閲覧についてインターネットの利
用を原則とする旨を明確化した。

265 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国
都計第111号

国土交通省 Ⅴ5（3）
景観農業振興地域
整備計画書又はそ
の写しの縦覧

往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年７月、当該指針の改正及び「景観法運用指針
の改正について」（令和６年７月29日付国都公景第8 0
号）の発出により、縦覧についてインターネットの利
用を原則とする旨を明確化した。

266 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国
都計第111号

国土交通省 Ⅴ7（3）
準景観地区の区域
の案等の縦覧

往訪閲覧
2-4①
2-4②

3-4 要 令和６年４月まで 完了済み

令和６年７月、当該指針の改正及び「景観法運用指針
の改正について」（令和６年７月29日付国都公景第8 0
号）の発出により、縦覧についてインターネットの利
用を原則とする旨を明確化した。

6 告示

租税特別措置法施行令第二十
六条の二十八の二第三項の規
定に基づく文部科学大臣又は
文部科学大臣及び総務大臣が
財務大臣とそれぞれ協議して
定める要件及び方法

平成28年5月6日総務
省 / 文部科学省告示
第2号

文部科学省 第1項

修学支援基金名称
等確認書類及び修
学支援基金明細書
の閲覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年6月「租税特別措置法施行令第二十六条の二十
八の二第三項の規定に基づき、文部科学大臣又は文部
科学大臣及び総務大臣が財務大臣とそれぞれ協議して定
める要件及び方法を定める告示の一部を改正する告
示」（令和６年６月２７日付総務省文部科学省告示第
一号）の施行により、閲覧等対象情報の保存、閲覧等
の申請プロセス、閲覧等の一連のプロセスをデジタル原
則に適合する手段によることを法令上明確化した。

7 告示

租税特別措置法施行令第二十
六条の二十八の二第四項の規
定に基づく文部科学大臣又は
文部科学大臣及び総務大臣が
財務大臣とそれぞれ協議して
定める要件及び方法

令和2年3月31日総務
省 / 文部科学省告示
第1号

文部科学省 本則

研究等支援基金名
称等確認書類及び
研究等支援基金明
細書の閲覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 完了済み

令和６年6月「租税特別措置法施行令第二十六条の二十
八の二第四項の規定に基づき、文部科学大臣又は文部
科学大臣及び総務大臣が財務大臣とそれぞれ協議して定
める要件及び方法を定める告示の一部を改正する告
示」（令和６年６月２７日付総務省文部科学省告示第
二号）の施行により、閲覧等対象情報の保存、閲覧等
の申請プロセス、閲覧等の一連のプロセスをデジタル原
則に適合する手段によることを法令上明確化した。

109 通知・通達
主要行等向けの総合的な監督
指針

平成17年10月26日 金融庁
Ⅷ－４－２－７－２
（５）

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。



No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名 条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型
現在

Phase
見直後
Phase

　　　見直し要否
※見直し「否」かつ、現在Phase
が２又は３の条項は、見直しを要
さずともデジタル原則適合性が確
保できていることを確認済

　見直し完了時期
※「令和５年中」としてい
るものには、既に見直しが
完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由
新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

110 通知・通達
主要行等向けの総合的な監督
指針

平成17年10月26日 金融庁
Ⅷ－４－２－７－２
（２）

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

111 通知・通達
中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針

平成18年1月1日 金融庁
Ⅳ－1－４－２－７
－２

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

113 通知・通達 信用格付業者向けの監督指針 平成22年4月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（７）③
信用格付業者登録
簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

114 通知・通達 信用格付業者向けの監督指針 平成22年4月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（７）④
信用格付業者登録
簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

115 通知・通達 信用格付業者向けの監督指針 平成22年4月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（７）⑤
信用格付業者登録
簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

116 通知・通達 信用格付業者向けの監督指針 平成22年4月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（７）⑥
信用格付業者登録
簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

117 通知・通達
金融商品取引業者等向けの総
合的な監督指針

平成19年8月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（９）④
金融商品取引業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

118 通知・通達
金融商品取引業者等向けの総
合的な監督指針

平成19年8月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（９）⑤
金融商品取引業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

119 通知・通達
金融商品取引業者等向けの総
合的な監督指針

平成19年8月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（９）⑥
金融商品取引業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

120 通知・通達
金融商品取引業者等向けの総
合的な監督指針

平成19年8月1日 金融庁 Ⅲ－３－１（９）⑦
金融商品取引業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

121 通知・通達
少額短期保険業者向けの監督
指針

平成18年4月1日 金融庁 Ⅲ－２－１（５）①
少額短期保険業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

122 通知・通達
少額短期保険業者向けの監督
指針

平成18年4月1日 金融庁 Ⅲ－２－１（５）③
少額短期保険業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

123 通知・通達
少額短期保険業者向けの監督
指針

平成18年4月1日 金融庁 Ⅲ－２－１（５）④
少額短期保険業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

124 通知・通達
少額短期保険業者向けの監督
指針

平成18年4月1日 金融庁 Ⅲ－２－１（５）⑤
少額短期保険業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

125 通知・通達
少額短期保険業者向けの監督
指針

平成18年4月1日 金融庁 Ⅲ－２－１（５）⑥
少額短期保険業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

126 通知・通達
少額短期保険業者向けの監督
指針

平成18年4月1日 金融庁 Ⅲ－２－１（５）⑦
少額短期保険業者
登録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

127 通知・通達
信託会社等に関する総合的な
監督指針

平成18年1月1日 金融庁 ５－２－３（４）⑤
管理型信託会社登
録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

128 通知・通達
信託会社等に関する総合的な
監督指針

平成18年1月1日 金融庁 ５－２－３（４）⑦
管理型信託会社登
録簿の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

129 通知・通達
主要行等向けの総合的な監督
指針

平成17年10月26日 金融庁
Ⅷ－４－２－７－２
（１）

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。
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130 通知・通達
主要行等向けの総合的な監督
指針

平成17年10月26日 金融庁
Ⅷ－４－２－７－２
（３）

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

133 通知・通達
中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針

平成18年1月1日 金融庁
Ⅳ－1－４－２－７
－２

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

134 通知・通達
中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針

平成18年1月1日 金融庁
Ⅳ－1－４－２－７
－２

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

135 通知・通達
中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針

平成18年1月1日 金融庁
Ⅳ－1－４－２－７
－２

銀行代理業者に関
する報告書の縦覧

往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

136 通知・通達
事務ガイドライン（前払式支
払手段発行者関係）

平成10年1月1日 金融庁 Ⅲ－2－1⑽③ 登録簿等の縦覧 往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

137 通知・通達
事務ガイドライン（資金移動
業者関係）

平成10年1月1日 金融庁 Ⅷ－２－１⑻③ 登録簿等の縦覧 往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

138 通知・通達
事務ガイドライン（暗号資産
交換業者関係）

平成10年1月1日 金融庁 Ⅲ－２－１⑺③ 登録簿等の縦覧 往訪閲覧
2-3①
2-3②
2-3③

3-3 要 令和６年６月まで 未了

法令改正を要する７項目のアナログ規制点検対象条項
のフォローアップ一覧表の「閲覧縦覧ー金融庁１」の
条項（金融商品取引法第164条第７項（別表２の38番）
等）の法令改正とあわせて運用上の対応を行うことを
予定していたが、法案審査が遅れたことに加え、改正法
の成立後も改正法の施行に伴う整備政令の審査過程に
おいて、条文の精査に時間を要したため、やむを得ず
時間を要している。

令和６年12月

 左記の理由により、改正法の施行に伴う整備政令の審
査が遅れていることに鑑み（※）、同政令の審査が完了
し、施行が完了する見込みの時期を見直し時期とするこ
とが適当であるため。
※６月27日～７月27日の期間でパブリックコメントを
実施している。

※見直しを進める中での事実確認等の結果を踏まえ、「所管省庁名」、「条項等」において記載を一部修正している。
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